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持続可能で魅力ある地域づくりのためのグリーンインフラの推進

生物多様性保全と企業の経済活動を結びつけるTNFD※枠組構築に向けた国際的な議論が進められ、グリー
ンインフラへのESG投資拡大の機運が高まる中、効果的な評価・資金調達手法を確立し、民間投資の案件形
成を広げるため、グリーンインフラ推進による魅力ある地域創出のための調査検討経費を要求

背景・必要性・概要

官民連携プラットフォーム

グリーンインフラ官民連携プラットフォームの活動を通じ、
多様な主体の知見やノウハウを活用して、グリーンイン
フラの社会的な普及、技術に関する調査・研究等を実
施。

 自治体等におけるグリーンインフラの効果の把握・評価手法の確立・利活用の促進に向け、グリーンインフラ官民連携プラット
フォームの技術部会とも連携しながら、検討を進める。

＜令和７年度に重点的に実施する調査(自治体等におけるグリーンインフラの効果・評価・利活用の検討、グリーンファイナンスの活用促進)>

※自然関連財務情報開示タスクフォース

【参考】グリーンインフラとは、CO2吸収源となる緑化、雨水貯留浸透、生物多様性保全、健康でゆとりある生活空間の創出、地域経済振興等の多
様な地域課題解決を図る持続的な社会づくりの取組である。令和４年12月に採択された昆明・モントリオール生物多様性枠組を受けて令和５年３
月に「生物多様性国家戦略」が改定された。その中で、自然に根ざした社会課題の解決（Nature-based Solutions)のアプローチが求められており、
令和5年9月に策定した「グリーンインフラ推進戦略2023」のもと、分野横断・官民連携によるグリーンインフラの社会実装を促進する必要がある。

＜グリーンインフラ大賞＞＜オンラインセミナーの開催＞



海の次世代モビリティを核とする海洋ＤＸの推進事業

○AUV等の海の次世代モビリティは、海洋における作業の省人化・生産性向上、危険作業の代替等
のメリットが期待されており、現在、研究機関やスタートアップ企業で研究開発が進められている。

〇日本の沿岸地域における担い手不足等の課題の解決には、海の次世代モビリティの利活用による
海洋管理の高度化と、国内産業化による地域経済の活性化との好循環を図ることが有効である。

○一方で、技術の認知度の低さ・ビジネスモデルの未確立といった課題があり、未だ実海域では利活
用が進んでいない。このため、地域産業化と社会実装の推進に向けた支援が必要となる。

背景・必要性

・海域利用が輻輳し、地元等との調整コスト
が大きいため、実海域での実証が困難

・技術の認知度が低く、ニーズが広がらない

《地域の海洋産業への浸透》

《サービス化・製品化への課題》
（中長期的取組）

・分野別の利活用ノウハウ
に関する情報の蓄積・提供

・機材オペレーションやメン
テナンス体制の構築 等

サービス化
・

製品化
技術の
開発

これまでの取組

① 実海域での実証実験の枠組提供
- 開発者視点での要素技術の開発

② 優良事例の横展開、ユーザー／開
発者の情報共有、環境整備の検討

産業化による
地域経済の活性化

海の次世代モビリティの

利活用による
海洋管理の高度化

○AUV等の技術シーズとニーズのマッチング及びデモ実験による産業化支援
・研究機関やスタートアップ企業が有するAUV等に関する技術シーズを抽出するとともに、沿岸・離島地域の自治体や漁業者等の当事
者から潜在ニーズを発掘する。さらに、マッチングが成立した事業モデルについて、沿岸地域の実海域でのデモ実験を実施し、地域へ
の定着を推進する。こうしたデモ実験を通じ、スタートアップ企業等による要素技術の実用化や、実展開を見据えた事業モデルの開発
等を支援し、サービス性の向上を図る。

○AUV等の社会実装及び関連産業の育成のための課題分析
・産学官連携協議会で最新の情報や課題を共有するとともに、将来的に潜在ニーズのある沿岸地域へ取組を横展開するに当たっての
技術面・制度面の共通課題を把握・分析し、沿岸管理の高度化に資する海の次世代モビリティの社会実装や関連産業の育成を促す。

・令和７年度は、ユーザー側へより取り組みを浸透させるため、過年度事業を含めた成果の評価とボトルネックの整理を行う。

事業の概要

ASV
（小型無人ボート）

ROV
（遠隔操作型
無人潜水機）

AUV
（自律型無人潜水機）

これからの取組

① 実海域での実証実験の枠組提供
- ユーザー視点での事業モデルの開発
- プッシュ型によるニーズの掘り起こし

② 優良事例の横展開と、ユーザー／開発・
運用者の情報共有、制度面の環境整備

社会実装の実現イメージ



■ 「交通空白」解消等リ・デザイン全面展開プロジェクト
喫緊の課題である「交通空白」の早期解消等に向け、
・ 「交通空白」の課題がある自治体において、都道府県が先導する場合も含め、
公共/日本版ライドシェア導入等を総合的に後押し
（調査・計画策定・合意形成、実証運行に係る車両・システム・運行費等の支援）

・地域の多様な主体の連携・協働による「共創」実証運行、MaaSの広域化等支援

・「『交通空白』解消・官民連携プラットフォーム」 パイロットプロジェクト推進
（官民連携、地域間連携、モード間連携の広域的解決モデルを横展開）

「交通空白」の解消、多様な関係者の連携・協働等による
持続可能な地域交通への進化

地域公共交通の維持・確保等
■生活の基盤となる地域公共交通の維持確保等
 離島航路、離島航空路、幹線・地域内フィーダー系統の運行費等に対する支援
 バリアフリー対応車両導入や施設整備等、公共交通機関のバリアフリー化支援

 地域鉄道における安全対策（鉄道施設総合安全対策事業費等）
 安全に問題があるバス停の移設等

観光の足：「おにタク」

地域の足：「かなライド」

■ローカル鉄道再構築
再構築に向けた協議の場の設置、調査・実証事業を支援

■地域公共交通再構築（社会資本整備総合交付金）
地域交通ネットワーク再構築に必要なバス・鉄道施設整備支援

■EV車両・自動運転車両等の先進車両導入支援

■交通DX・GXによる省力化・経営改善支援
配車・運行管理システムの導入・共通化、
キャッシュレス決済の導入等支援

■自動運転の社会実装に向けた支援
自動運転大型バス等への支援を強化

■交通分野における人材確保支援
２種免許取得、採用活動等、人材確保を支援

■財政投融資（鉄道、バス、タクシー等のDX・GX投資に対する出融資）
（令和７年度：135億円）

クレカタッチ決済

■訪日外国人旅行者受入環境整備（観光庁予算）
訪日外国人旅行者の「観光の足」確保に向け、
・公共/日本版ライドシェア等活用による観光地の二次交通の高度化
・乗場・待合環境整備等の二次交通へのアクセスの円滑化
・多言語対応、キャッシュレス決済の普及や、観光車両導入等の
公共交通機関における受入環境整備

軌道強化による高速化
自動運転大型バス

EVバス充電施設の設置

■地域公共交通計画・協議会のアップデート支援
「交通空白」解消に向けた実態把握やモビリティデータの利活用等の支援

地域公共交通確保維持改善事業等
令和６年度補正 ３２６億円、令和７年度 ２０９億円

・社会資本整備総合交付金（地域交通関係）

：令和６年度補正  ６１２億円の内数、令和７年度 ４８７４億円の内数
・鉄道施設総合安全対策事業費

：令和６年度補正 ６９億円の内数、令和７年度 ４５億円の内数

・訪日外国人旅行者受入環境整備
：令和６年度補正 １５８億円の内数、
令和７年度 ６億円の内数、国際観光旅客税充当額 ２５億円の内数

「交通空白」の解消等に向けた地域交通のリ・デザインの全面展開
（令和６年度補正・令和７年度予算）

上記のほか、関係予算として公共予算のうち、道路整備費（自動運転の走行環境整備等）、 都市・地域交通戦略推進事業（公共交通に係る支援等）がある。



環境・ストック活用推進事業

省エネ・省ＣＯ２や気候風土に応じた建築技術・工夫等による低炭素化、健康、災害時の継続性、防犯対策、建物の長寿命化、
ライフサイクルカーボンを算出・評価する取組等の先導的な技術の導入等を行う住宅・建築物のリーディングプロジェクトや既
存建築物の省エネ化等に対し支援を行い、その成果の波及等を通じて住宅・建築物の省エネ化を推進する。

① サステナブル建築物等先導事業

省エネ・省ＣＯ２や気候風土に応じた建築技術・工夫等による低炭素化、
健康、災害時の継続性、防犯対策、建物の長寿命化、ライフサイクル
カーボンを算出・評価する取組等の先導的な技術の導入等を行う住宅・
建築物のリーディングプロジェクトに対する支援

【主な補助対象】 先導的な技術に係る建築構造等の整備費、効果の検証等に要する費用 等

<省CO2化のイメージ>

<省エネ改修のイメージ>

【補助率】 １／２等    【事業期間】令和６年度～令和８年度

② 既存建築物省エネ化推進事業

エネルギー消費量が一定割合以上削減される建築物の省エネ改修及
び併せて実施するバリアフリー改修に対する支援及び一定規模以上の
既存住宅・建築物の省エネ診断・表示に対する支援

【主な補助対象】 省エネ改修工事に要する費用、バリアフリー改修工事に要する費用 等
【補助率】 １／３等   【事業期間】 令和６年度～令和８年度

【限度額】 5,000万円／件（省エネ改修工事と併せて、バリアフリー改修を行う場合は7,500万円／件）

高効率
空調設備

スロープの設置

高機能
換気設備

■高効率設備への改修
空調、換気、給湯、照明 等

■バリアフリー改修
段差の解消 等

■躯体の省エネ改修
天井、外壁等（断熱）
開口部（複層ガラス、二重サッシ等） 等

断熱材

■省エネ性能の表示

令和７年度予算案：42.03億円の内数

■建設時における省CO2効果
がある技術

■建物を長寿命化
させる取組

【限度額】 ３億円／PJ

0



官民連携・分野横断により、積極的・戦略的に緑や水を活かした都市空間の形成を図るグリーンインフラ※の整備を
支援することにより、都市型水害対策や都市の生産性・快適性向上等を推進する。

グリーンインフラ活用型都市構築支援事業

施策の概要

※グリーンインフラ：社会資本整備や土地利用等のハード・ソフト両面において、自然環境が有する多様な機能を活用し、持続可能で魅力ある国土・都市・地域づくりを進める取組

◆事業目的
   ① 公園緑地が有する多様な機能を引き出し、戦略的に複数の地域課題の解決を目指す
   ② 官民連携による都市公園の整備や民間建築物又は公共公益施設の緑化を総合的に支援

緑の基本計画等に基づいた目標達成に必要なグリーンインフラの導入計画を策定

複数の地域課題（例）
課題① 豪雨時に浸水する恐れがあり、総合的な治水対策が必要【浸水被害軽減】
課題② 賑わいある空間づくりが必要【生産性向上】
課題③ 夏でも滞在できる地域の空間づくりが必要【暑熱対策】

◆事業スキーム

目標（例） 目標の具体的な内容 目標達成に必要なグリーンインフラ

目標①
雨水流出の抑制 下水道施設への負荷軽減量 都市公園の整備

レインガーデンの整備

目標②
都市の生産性向上 事業実施区域内の店舗出店数・歩行者数 建築物の緑化

芝生広場の整備

目標③
暑熱対策による都市環境改善 夏季における事業実施区域内の気温低減 公共公益施設の緑化

建築物のミスト付き緑化

■目標と具体的に必要なグリーンインフラのイメージ

グリーンインフラの導入計画に基づく官民連携の取り組みをハード・ソフト両面から支援

 緑や水が持つ多面的機能の発揮を目的とした目標を３つ以上設定し、そのうち２つ以上は定量的な目標であること
 ①～⑥のうち２つ以上の事業、又は複数の事業主体で取り組むグリーンインフラ導入を支援
♤ グリーンインフラ活用型都市構築支援事業 : 民間事業者等へ補助（直接補助：1/2）

    ♤ 都市公園・緑地等事業    ：地方公共団体へ補助（直接補助：1/2、間接補助：1/3）

■支援対象

グリーンインフラを戦略的に都市づくりに取り入れ、自然環境が有する機能
を社会資本整備や土地利用等にうまく生かすことで、より効果的・効率的
に持続可能で魅力ある都市づくりを進めることができる

◆事業実施イメージ

① 公園緑地の整備
② 公共公益施設の緑化
③ 民間建築物の緑化（公開性があるものに限る※1）
④ 市民農園の整備
⑤ 既存緑地の保全利用施設の整備（防災・減災推進型※2に限る）【R3拡充】
⑥ 緑化施設の整備（ ①～⑤の整備を併せて整備することで目標達成に資するものに限る）

⑦ グリーンインフラに
 関する計画策定

⑧ 整備効果の検証

ハード ソフト

※1脱炭素先行地域、都市緑地法に基づく緑化地域又は緑化重点地区のいずれかの地域で行われ、敷地面積の25%以上かつ500㎡以上であり、10年以上にわたり適切に管理され
 るものである場合には、一の事業主体により実施するもの及び非公開のものも対象とする。【R4拡充】

※2防災・減災推進型：防災指針、流域水害対策計画等の防災・減災関連の計画と連携した取組（通常型と異なり、整備目標や内容について整合が求められる行政計画を限定）
※3認定された事業のうち、心身の健康の増進、コミュニティの形成、こどもの健全な成長等の公益性の高いWell-being向上に資する事業が含まれるもののみを対象とする。

⑨認定優良緑地確保計画に基づく緑地の整備等※3 【R6拡充】



（１）2027年国際園芸博覧会に向けた取組
７．2027年国際園芸博覧会や首里城復元に向けた取組

2027年国際園芸博覧会（略称:GREEN×EXPO 2027）は、SDGsの達成及びGXやグリーン社会の実現等に貢献する博覧会
として、これからの自然と人・社会との持続可能性を追求し、世界と共有する場を目指す。
そのため、関係閣僚会議で決定された基本方針等に基づき、国際園芸博覧会協会が実施する会場建設に係る費用の一部補助、
日本国政府出展及び参加招請活動等の開催に向けた準備を着実に進める。
2027年国際園芸博覧会に向けた取組

日本国政府出展（１５．７億円）

⃝国際博覧会に関する条約の規定に基づき、外国政府・国際機関
等に対する参加招請活動を実施する。

⃝博覧会国際事務局(BIE)総会等において博覧会の準備状況等を
報告する。

⃝BIE局員の実地調査等への対応を実施する。

⃝閣議了解（令和３年６月22日）に基づき、国・地方公共団体・
民間が会場建設費を負担する。

⃝国際園芸博覧会協会が実施する会場建設工事等に対する補助を
実施する。

会場建設の推進（２３．１億円）

参加招請活動等（０．３億円）

2027年国際園芸博覧会の概要
開 催 場 所：旧上瀬谷通信施設の一部（約100ha）

（神奈川県横浜市旭区・瀬谷区）

開 催 期 間：2027年3月19日～9月26日（192日間）

参 加 者 数：1,500万人（ICT活用等の多様な参加形態を含む）
 （有料来場者数：1,000万人以上）

会 場 建 設 費：320億円
会 場 運 営 費：360億円
テ ー マ：幸せを創る明日の風景

 ～Scenery of the Future for Happiness～
開 催 者：(公社)2027年国際園芸博覧会協会

⃝我が国の造園技術・伝統文化等の国内外への発信に向け、日本国
政府出展を実施する。

⃝政府出展基本計画等を踏まえ、建築・展示工事を実施する。
⃝管理運営・行催事・広報の実施計画を策定する。

BIE総会で国際条約に基づく博覧会として認定(R4.11.28)

横浜駅から
20㎞圏内

東京駅から
40㎞圏内

会場パース図

会場位置図

2027年国際園芸博覧会関連予算 総額３９．０億円

2027年国際園芸博覧会関係経費 補助等 1.4億円(1.00倍)
グリーンインフラ活用型都市構築支援事業（2027年国際園芸博覧会） 補  助 2.7億円(0.52倍)

2027年国際園芸博覧会政府出展調査 調  査 15.2億円(7.35倍)

※計数はそれぞれ四捨五入しているため端数において合計と一致しない場合がある。

 ※令和６年度補正予算 2027年国際園芸博覧会関係経費 補助    1.4億円。合計  2.9億円（1.98倍）
  グリーンインフラ活用型都市構築支援事業（2027年国際園芸博覧会） 補助  18.3億円。合計21.0億円（3.99倍）

※令和６年度補正予算（１９．７億円）を含む。



コンパクトシティ形成支援事業
○ 立地適正化計画等の計画策定や、医療、福祉施設、居住機能の移転の促進等、コンパクトなまちづくりを推進する
地方公共団体に対して、重点的な支援を実施。

○ 頻発化・激甚化する自然災害に対応するため、立地適正化計画における「防災指針」の作成や、計画の定期的な
評価や見直しに対して、重点的な支援を実施。

●計画策定の支援
内容  ：立地適正化計画(防災指針含む)、広域的な立地適正化方針等の策定、低炭素まちづくり計画、PRE活用計画
対象  ：地方公共団体等
補助率：1/2（人口10万人未満かつ人口減少率20%以上の小規模自治体は550万円まで全額）

災害レッドゾーン

A市
B町

居住誘導区域 災害イエローゾーン
都市機能誘導区域

●コーディネート支援
内容：まちづくりに関する専門家の活用等
対象：地方公共団体と民間事業者等
補助率：1/2、1/3

●誘導施設等の移転促進支援
内容：誘導施設等の除却処分等
対象：地方公共団体と民間事業者等
補助率：1/2、1/3

●建築物跡地等の適正管理支援
内容：建築物跡地等の管理支援
対象：地方公共団体と民間事業者等
補助率：1/2、1/3

●居住機能の移転に向けた調査支援
内容：誘導区域外の災害ハザードエリアからの

 移転促進調査等
対象：地方公共団体と民間事業者等
補助率：1/2（上限500万円/年）



AIや3D都市モデルを含めたデジタル技術の活用により都市の諸課題を解決し、新しい価値を創出する「スマートシ
ティ」を実現するため、先進的な都市サービスの実証事業として、特に、国として戦略的に取り組む政策分野のスマート
シティ施策を重点的に支援する。

スマートシティ実装化支援事業

○スマートシティ実行計画に基づく先端的技術等を活用した先進的な都市サービスの実装化に向けて取り組む
コンソーシアム※の実証事業を支援。

○従来の「通常タイプ」「都市サービス実装タイプ」に加えて、国として戦略的に取り組む政策分野のスマートシティ
施策の開発・実証・実装を重点的に支援する「戦略的スマートシティ実装タイプ」を追加。

戦略的スマートシティ実装タイプ 定額※ （上限5,000万円）
都市サービス実装タイプ 定額※ （上限3,500万円）
通常タイプ 定額※ （上限1,500万円）

■事業概要

※民間事業者・地方公共団体を構成員に含む団体

■戦略的スマートシティ実装タイプのイメージ

【イメージ】災害リスク情報等を含めたまちづくり計画のデジタル化

※実行計画に基づく取組のコンソーシアム負担額が国の補助額を上回ること



３D都市モデルの整備・活用・オープンデータ化の推進
まちづくりDX

Project PLATEAUでは、2020年から全国で3D都市モデルの整備・活用・オープンデータ化を推進している。
本プロジェクトは５年目を迎え、実装フェーズへ移行したことを踏まえ、3D都市モデルの整備・活用の更なる効率化・汎用化や、防災、
暑熱対策等の社会的必要性が高い分野におけるユースケースの開発といった基幹的施策を重点的に進める。また、2027年度整備目
標500都市に向けて、地方公共団体における3D都市モデル整備等及び民間サービス実装等への支援を拡充する。

都市空間情報デジタル基盤構築支援事業

コミュニティ形成

 

 データ・カバレッジ
拡大

モデル整備作業の自動
化・効率化、データ形式
標準最新化に向けた実
務検討

ユースケース開発

防災、暑熱対策ユース
ケース開発、外部機関と
の連携強化、開発ツール
の汎用化

ナレッジ共有やネットワーキ
ングのためのコミュニティ形
成、若年層へのアプローチ
強化

地域の
デジタルケイパ向上

自治体業務でデータが活
用できる人材の育成、地
場企業へのモデル整備技
術普及

民間/自治体での
実装

実装レベルのサービス開
発・事業化・提供の促進、
ニーズシーズマッチングの支
援

  オープン・イノベーション
創出

新技術開発やデータ利用
環境向上、初心者向け
データ処理技術のOSS開
発

国によるPLATEAUを駆動させていくための基幹的施策

国による各主体の役割を円滑化・促進する環境整備施策
+

1 2 3

4 5 6

整備都市拡大のための効率化やBIM等と
の連携を推進し、標準仕様CityGML3.0
への転換も検討

都市空間情報デジタル基盤構築調査

補助対象事業

補助タイプ・補助率
【地方公共団体向け】
広域連合や一部事務組合等を対象に追加
 通常タイプ 定率1/2
 早期実装タイプ 10/10（上限1,000万円 ）

 間接補助
  地方公共団体が民間事業者等に
行う補助に対する補助事業

   定率1/2（地方公共団体の補助額） 又は 
   定率1/3（全体事業費）の低い額

地域への実装イメージ

+

３D都市モデルの整備・活用・オープンデータ化を推進するための地方公共団体等への支援

地方公共団体へ3D都市モデルを活用した
課題分析や政策検討の研修、地場企業
へモデル整備研修を実施

 3D都市モデルの整備に関する事業
 3D都市モデルの活用に関する事業
 3D都市モデルの整備・活用・オープンデータ化推進事業

データ・カバレッジ拡大 地域のデジタルケイパ向上

産学官連携によるエコシステム構築
自律的な実装を推進する、国、地方公共団体、産業界、研究機関の
連携体制の構築

３D都市モデルとハザード情報を重畳
し、住民の防災意識の啓発や避難行
動の変容を促進（愛知県豊田市）

3D都市モデルを活用した民間サービス
やソリューションの社会実装(例：ナビ
ゲーションシステムの開発 等)を促進

民間事業者等への補助

3D都市モデルをマインクラフトデータに変
換し、子どもたちが未来のまちを考えるコ
ンテストを実施（埼玉県さいたま市）

地方公共団体への補助

【民間事業者等向け】
 民間サービス実装タイプ
 民間事業者等による3D都市モデルの
  活用に関する事業に対する補助事業
● 補助対象団体
 民間事業者等（営利法人、NPO法人、

 一般社団法人、一般財団法人 等 ）

● 補助率
 定率1/2（上限5,000万円 ）

拡充

拡充

拡充



港湾脱炭素化推進計画の作成に対する支援

港湾管理者
（計画作成者）

国（地方整備局等）

港湾所在市町村

立地企業

船会社連携 連携 学識経験者

物流事業者

港湾脱炭素化推進協議会

等

意見反映

○ 港湾脱炭素化推進計画は、港湾法第50条の2に基づき、港湾管理者が官民の連携による脱炭素化の促進に資する港湾の 
効果的な利用の推進を図るために作成するもの。

○ 港湾管理者は、当該計画の作成及び実施に関し必要な協議を行うため、関係地方公共団体や脱炭素化の取組を行う民間  
事業者等からなる港湾脱炭素化推進協議会を組織する。

○ カーボンニュートラルポート(CNP)形成の取組を加速させるため、当該計画の作成及び変更、港湾計画への反映に係る支援を
実施。（補助率：1/2）

目的・概要

【港湾脱炭素化推進計画に定める事項】
✓基本的な方針
✓計画期間と目標
✓港湾における脱炭素化の促進に資する事業、事業主体
✓計画の達成状況の評価に関する事項
✓その他港湾管理者が必要と認める事項

カーボンニュートラルポート（CNP）の形成イメージ

港湾脱炭素化推進計画のイメージ

進捗状況
 港湾脱炭素化推進協議会等：94港湾設置済 （令和6年12月末時点） 港湾脱炭素化推進計画：33港湾作成済

水素・アンモニア等の
受入環境の整備

脱炭素に配慮した
港湾機能の高度化

臨海部立地産業等の
脱炭素化

LNG
LNG貯蔵タンク

水素貯蔵タンク

アンモニア貯蔵タンク

バイオマス燃料貯蔵施設

バイオマス燃料

水素

水素
アンモニア

水素

水素

電気

アンモニア



お問い合わせ先：観光庁観光地域振興課 電話：03-5253-8327

地方部での滞在促進のための地域周遊観光促進事業
事業目的・背景・課題

事業内容

事業スキーム

事業イメージ

〇観光立国推進基本計画（R5.3閣議決定）では、訪日外国人旅行者一人当たりの地方部における宿泊数を、令和７年ま
でに2泊とすることを目標としている。（令和元年1.4泊）

〇その達成に向けて、地方部での滞在時間や宿泊数の増加に資する取組をより一層推進していく必要があることから、
2025年大阪・関西万博の開催も見据え、持続可能なあり方で旅行者の地域周遊・長期滞在を促進するため、観光地域
づくり法人（DMO）が中心となり、地域が一体となって行う取組に対して、総合的な支援を行う。

〇旅行者の地域周遊・長期滞在の
促進を目的とした次の取組を支援。

滞在コンテンツの造成

データに基づき、旅行者に
対し訴求力のある取組を実
施するための調査・戦略策
定を支援。

事業計画に基づく具体的取組
②滞在コンテンツの充実 ③受入環境整備 ④旅行商品流通環境整備

マーケティング調査

①調査・戦略策定 ⑤情報発信・プロモーション
地域独自の観光資源を活用
した滞在コンテンツの造成
を支援。

二次交通情報の検索シス
テムや観光地の案内アプ
リの整備等を支援。

旅行商品の国内外OTA※へ
の掲載、旅行会社との商談
会などを支援。

WEB・SNSを活用したエリア
内のコンテンツの魅力等に関
する効果的な情報発信を支援。

SNSを活用した魅力発信商談会への参加観光地の案内アプリの整備

・事業形態：直接補助事業（補助率 ①：定額（上限1,000万円） ②～⑤：事業費の1/2等）
・補助対象：登録DMOが定めた事業計画に位置づけられた事業の実施主体（登録DMO、地方公共団体）

但し、①及び⑤は広域連携DMOが実施主体となることを基本とする。
・事業期間：平成３０年度～

※OTA：Online Travel Agentの略で、インターネット上で取引を行う旅行会社のこと。

令和7年度予算額 445百万円

地方部での
滞在日数の増加

訪日外国人旅行者の増加

地方部へ誘客①調査・戦略策定
②滞在コンテンツの充実
③受入環境整備
④旅行商品流通環境整備
⑤情報発信・プロモーション

連絡調整会議の
審査を経て
支援



文化資源を活用したインバウンドのための環境整備
日本文化の魅力創出・発信 1,350百万円

〇欧米豪の外国人目線（ネイティブ監修）
でウェブコンテンツを洗練・拡充し、歴史や
伝統、文化芸術への関心が高い層をター
ゲットとするリーチ施策を実施。

2,509百万円（2,600百万円）日本博を契機とした観光コンテンツの拡充

地方博物館

文化庁・皇居三の丸尚蔵館等
の国立館・有名美術館等から、
地域ゆかりの文化資産を貸与

地域の歴史文化の
魅力的な展示

2025年大阪・関西万博に向けて、文化資源を磨き上げて観光コンテンツの拡充を行うとともに、戦略的・
一体的なプロモーションを推進し､観光インバウンドの需要伸長及び地方誘客・消費拡大を促進

○文化庁、国立博物館等が所蔵する地域ゆかりの
文化財を各地方で展示

○ 大阪・関西万博の本番に向けて、最高峰の文化資源を更に磨き上げるとともに、戦略的なプロモー
ションを推進し、年間を通じてインバウンド需要に的確に応えることにより、訪日機運の醸成と万博から
現地への誘客を図る。

＜年間を通じて行われる実演芸術、芸術祭等＞

＜博物館・美術館等の常設展示等＞

伝統芸能等の見どころ・作法のレクチャー付きプログラムや
文化資源への理解を深める体験型ワークショップ等の実施

(インバウンド向け鑑賞プログラム／日本文化体験プログラム)

＜プロモーション展開＞

貸し切りツアーや鑑賞ガイドツアー等の
特別な体験の造成

能楽体験
上）所作体験
下）装束体験

夜間開館など開館時間の拡大
（ナイトタイムエコノミーの創出）

インバウンドにとって分かりやすい
多言語対応等の活用

『日本博2.0』WEBサイト

多言語での情報発信

トラベルマーケットへの出展等

飲食や宿泊等との連携

文化庁・観光庁のこれまでの取組成果を統合し、多彩な「本物の日本
文化」を体験できる観光拠点の形成を推進するとともに、日本政府観
光局と連携し、日本文化の魅力を旅前・旅後にオンライン発信すること
で、上質なコンテンツを求める層の誘客・周遊・リピートを促進

岡山県立美術館

4,430百万円

令和７年度予算額 8,417百万円

○ 日本の美術品の活用に向け
たニーズ調査、公開に向けた
メンテンナンスやそれらの高精
細画像等のコンテンツ作成を
実施。

Discover伝統芸能
シリーズ

文化庁京都移転を契機に、高付加価値旅行者の地方誘客による地方創生を実現するため、全国各地の文化財を高付加価値化して活用する
ためのコンテンツ造成、活用のために必要な文化財の改修・メンテナンス、先進的かつ高次元な多言語解説整備等を促進

2,638百万円

文化財を高付加価値化して
活用するためのコンテンツ造成

高付加価値化された
文化財への改修・整備

文化財を活用した文化観光の推進による地方創生

※端数の関係で合計は一致しない。

イメージ
日本煉瓦製造株式会社旧煉瓦製造施設
（ホフマン輪窯６号窯）（埼玉県深谷市）

〇輪窯内部の非日常空間を活かしてレスト
ランを設け、見学施設としてだけでない文化
財の活用を図る

真田邸（長野県長野市）
〇地域の歴史文化等を説明できる学芸員レベルの英語ガイド
〇隣接する旧文武学校（国指定史跡）での武道体験
〇江戸時代の献立・漆器を再現した特別なディナー
を養成・造成し、真田家400年の歴史を体感できるツアーを販売

新たなインバウンド創出に向け
た国有美術品の活用

○ 地方公共団体が主体となり、文化芸術資源を
活用した新しい時代のインバウンド需要に資する
文化芸術事業を支援。

京都国際マンガ・アニメフェア

○日本遺産や世界文化遺産など、
訪日旅行者が多く見込まれる地
域において、文化財の魅力向上に
つながる一体的な整備等を行い、
観光拠点としての磨き上げを実施。

〇意欲とポテンシャルの高い地域に対して、文化庁・観光庁の合同委員会による厳格な
事業の進捗評価・審査を前提として、伴走支援を行いつつ、以下の支援を継続的に実施。
・現地の文化資源や、来訪者のニーズとの調整を図るコーディネーター人材の確保、
・拠点形成に必要な大規模な施設設備整備、
・スマートな拠点の管理運営や販路形成のためのデジタル技術の活用 等

■多言語作品解説配信
東京国立近代美術館での多言語作品解説配信
© Dai Nippon Printing Co., Ltd.

■英語の鑑賞プログラム Let‘s Talk Art! 撮影：加藤健 「田名網敬一 記憶の冒険」国立新美術館 2024年
展示風景 撮影：山本倫子 ©Keiichi Tanaami / Courtesy of NANZUKA 

○ 訪日外国人旅行者の地域での体験滞在の満足度を向
上させるため、観光庁の施策と連携した多言語解説整
備を実施。

＜運慶meets鎌倉BUSHIDO2 （神奈川県）＞
QRとAR等を活用した多言語解説

先進的・高次元な文化財の多言語解説整備

本物の日本文化を体験・体感する観光拠点整備

日本文化のオンライン発信・
デジタルマーケティング



国立公園等のインバウンドに向けた環境整備 令和７年度予算額 5,860百万円

国立公園等の磨き上げ 国民公園の魅力向上
利用拠点の滞在環境の上質化

・国立公園等内の利用拠点施設において
自然のメカニズムを解りやすく解説す
るデジタルによる情報提供の強化

・2025大阪・関西万博を見据え
た地方の国立公園への誘客促
進のための情報発信

・登山道等に関するリアルタイ
ム情報発信基盤整備

インバウンドが回復する中、国立公園満喫プロジェクトの更なる展開として、民間活用による国立公園利用拠点の面的な魅力向上
を始めとした誘客支援に取り組み、美しい自然の中での感動体験を柱とした滞在型・高付加価値観光の推進を図る。

利用促進のための拠点施設整備多言語解説の整備・充実 国立公園の魅力発信
・国立公園等内のICT等を活用した
多言語標識・展示等の整備

・魅力的な多言語解説整備のため
の地域支援等

・同時音声翻訳技術の一部導入

・外国人旅行者の満足度向上等のため、
地域で策定する利用拠点計画等に基づき、
廃屋撤去、まちなみや滞在環境の改善、
既存施設の観光資源化、引き算の景観
改善、山小屋の内外装・設備の改修など
国立公園の利用拠点の面的な上質化の
推進を支援

国立公園における滞在体験の魅力向上のための先端モデル事業
十和田八幡平国立公園休屋・休平地区における取組

休屋・休平地区（利用拠点に選定）

宿泊施設の方向性検討・継続的なサウンディング

利用の高付加価値化に係る基本構想策定

利用拠点マスタープラン等の作成

自然体験アクティビティ

滞在拠点の上質化
（廃屋撤去・利用施設の整備）

国立公園ならではの感動体験を提供する宿泊施設の誘致

ヨセミテ国立公園
ウェブサイトより プロモーション

情報提供拠点

自然環境保全推進体制

地域関係者に
よる地域協働
実施体制を構築

民間の発想を活かした滞在体験の魅力向上をパッケージで実施

連携 十和田湖1000年会議
（地域協議会）

意見公募

地域内外の民間事業者
からサウンディング

宿泊事業者
公募

（イメージ図）

連携連携

北の丸公園における取組
江戸城北の丸を原型とし、歴史・自
然・文化が融合する公園の魅力の発信
強化、ゲート機能の改善を実施

門扉等の整備

現存しない歴史
的遺構をデジタ
ル技術で再現し、
臨場感のあるコ
ンテンツを提供

京都御所を中心に栄えた公家町のイメージ

京都御苑における取組

新宿御苑における取組
新宿御苑が有する歴史・文化を活かし
た唯一無二となる価値の高い体験を提
供するため、明治大正期の歴史的価値
の高い日本館御殿の復元的整備を実施

日本館御殿（イメージパース）

御座所

「良好な環境」を活かした
観光推進

・地方の水や音、かおり等の「良好
な環境」の磨き上げと利活用の支
援によるウェルビーイングな観光
地域づくり及びプロモーション

インフォメーション
センターのイメージ

つちみかどていあと

土御門第跡
（平安期の藤原道長邸跡）

・国立公園における滞在体験の魅力向上
－先端モデル事業の更なる推進及び得られた知見を
踏まえた全国展開手法の検討

－「国立公園ならではの宿泊施設」の質の確保等に
向けた実証調査

・国立公園ならではの自然体験アクティビティを含む
感動体験・アドベンチャートラベルの企画・試行

・ネイチャーポジティブツーリズム（脱炭素化を含め
た生物多様性の保全と回復に貢献する旅行）の評価
・磨き上げ・普及

既存施設の観光資源化

廃屋の撤去

滞在体験魅力向上・感動体験創出

臣下の間



お問い合わせ先：観光庁 観光資源課 電話：03-5253-8924

新たなインバウンド層の誘致のためのコンテンツ強化等 令和７年度予算額 2,520百万円

事業目的・背景・課題

事業内容

事業スキーム

〇インバウンドの本格的な回復に伴い、新たな体験型観光コンテンツの造成による地方を含む全国各地での消費機会
拡大に向け、新たなインバウンド層への訴求力が高い体験型観光コンテンツ等を造成する。

その他、クルーズ、インフラ、医療関係の観光コンテンツ造成等への支援を実施。

〇特に地方部において、観光コンテンツの供給や、コンテンツの満
足度（質）、地方誘客の促進や消費単価の向上にも直結する、地
域の魅力を伝えるガイドが不足しているという課題に対応するた
め、地域一体となってガイド人材の持続的な確保・育成に総合
的・戦略的に取り組む地域の支援を行い、モデルを構築する。

〇具体的な調査内容・補助対象事業は以下のとおり。
①ガイド人材の確保・育成を核にした地域一体的なビジネスモデル構築
事業（調査事業）

②ローカルガイドの質向上に必要な設備導入・物品購入等（補助事業）

地域特性等に応じた総合的な取組支援

資源・人材・商流等
の調査・現状整理

必要なガイド人材・
スキル・経営戦略検討

・研修
・オペレーション改善・効率化
・品質評価制度の構築
・ガイド供給量の可視化
・マッチングシステム導入
・オフシーズン対策
・人材育成と一体的なコンテンツ
造成 など

※調査事業では、有識者の助言等を受けながら、これらを一体的に実施
※補助事業では、オペレーション改善のためのシステム等設備導入、ガイド付きコンテンツの質向上のために必要な物品購入等を支援

ビジネス
モデルの構築

満足度・消費単価向上
地域社会と観光の好循環

〇城や寺社等における宿泊・滞在型コンテンツを軸に、周辺の資源
を面的に活用した観光コンテンツの造成等を図り、魅力的な観光
まちづくりを進める。

〇具体的な調査内容・補助対象事業は以下のとおり。
①調査事業
・初動事業化
・地域経営モデル創出
②補助事業
・大規模改修 等

バーとして天守閣を活用 面的に整備された歴史的街並み

歴史的資源を活用した観光まちづくりの推進 ローカルガイド人材の持続的な確保・育成

事業スキーム
・事業形態：①直轄事業

②間接補助事業（補助率1/2、上限200百万円）
・補助対象・請負先：①民間事業者、地方公共団体、DMO等

②国→民間事業者→民間事業者、地方公共団体、DMO等
・事業期間：令和元年度～

・事業形態：①直轄事業  
②直接補助事業 （補助率 1/2、上限10百万円）

・補助対象・請負先：民間事業者・地方公共団体・DMO等
・事業期間：令和７年度～



事業目的・背景・課題

事業内容

新たな交流市場・観光資源の創出事業

○これまで横ばい傾向であった国内旅行市場が需要拡大へ転じるためには、新たな交流市場・観光資源の創出が重要。
○地域との交流・ワーケーションによる来訪・地域運営への参画等の関係人口化を通して反復継続した来訪を創出する「第２のふるさとづく
り」、将来にわたって国内外の旅行者を惹きつける「新たなレガシー形成」により、国内交流需要の拡大を図る。

事業スキーム

お問い合わせ先 （第２のふるさとづくり・ワーケーション）観光庁 観光資源課 電話：03-5253-8924  
  （レガシー形成）観光庁 観光地域振興課 電話：03-5253-8327

地域・日本の新たなレガシー形成関係人口化を通した反復継続した来訪を創出する「第２のふるさとづくり」
○ 令和４年度の事業創設以降、地域との交流・地域運営への参画等を通じて地域と
の繋がりの創出を目的にした新たな旅のスタイルの構築に取り組んできたところ。令和
７年度においては、地域への経済波及効果に注目しつつ、持続的に事業継続可能
な先駆的モデル事例の創出に取り組む。

○ また、『人と地域の関係人口化』のみならず、企業においても、地方への関心が高まっ
ており、地域課題への接点を求め、ワーケーション等を通じて、地方とのより深い関係
の構築を模索する企業が増加。このような傾向に対して、地域と企業の結びつきを強
固なものとし継続的な来訪に繋げるため、『企業と地域の関係人口化』の促進に繋
がるプログラムを『企業版第２のふるさとづくり』として、企業をターゲットとした地域交
流型の新たなプログラムの造成を目指す。

人と地域の関係人口化
先駆的事例創出モデル
地域への経済波及効果の高さと事業の持続
可能性を両立した新たな事業モデル等、これま
での第２のふるさとづくりプロジェクトでまだ組成
できていない先駆的な事業モデルの創出を実
施。

企業と地域の関係人口化

地域課題の解決など、企業の関心が高いテー
マに関して地域との交流を通じて学ぶ体験型プ
ログラムを造成し、滞在を通して知見を企業が
地域に還元していく「企業の関係人口化」に向
けたモデル事例創出を実施。

企業版第２のふるさとづくりモデル

○ 将来、地域・日本のレガシー（遺産）とな
る観光資源を新たに形成することを目指し、
実現可能性調査・プラン作成を実施。

○ 令和７年度以降は、令和６年度までに
発掘した事業のうち日本を代表する魅力
となり得る良質な案件を対象に、事業の
実現に向け重点的に検討。

事業形態：直轄事業 請負先：地方公共団体、DMO、民間事業者 等
事業期間：令和４年度～

レガシー形成事業の深化

令和７年度予算額 376百万円



お問い合わせ先：観光庁 参事官（産業競争力強化） 電話：03-5253-8948

ユニバーサルツーリズムの促進に向けた環境整備

事業目的・背景・課題

事業内容

事業スキーム

○ 国内旅行市場は、人口減少が進む中で、コロナ前の約10年間、旅行者数・消費額とも横ばいで推移しており、国内に
おける新たな交流市場を開拓する取組が求められている。

○ 今後とも人口減少の影響は避けられない中、2025年には、団塊世代が75歳以上の後期高齢者となるなど今後増加が
見込まれる高齢者等の旅行需要を喚起するため、ユニバーサルツーリズム（誰もが気兼ねなく参加できる旅行）の普
及・定着を目指すことが期待されている。

○ 高齢者等が安心して旅行ができる環境を整備するため、旅行商品の造成や「観光施設における心のバリアフリー認定
制度」の普及促進等を行い、ユニバーサルツーリズムを促進することにより、需要の平準化や新たな交流市場拡大を進
める。

・事業形態：直轄事業
・請負先：民間事業者
・事業期間：平成24年度～

① ユニバーサルツーリズムの促進に向けた調査検討等
旅行が困難な方の需要の掘り起こしのために調査を行う

    とともに、宿泊施設等と連携して、高齢者・障害者等に応
    じた旅行商品造成に資するモデルツアー等を実施すること
    で、商品造成手法を確立し、ノウハウを共有する。

② 「観光施設における心のバリアフリー認定制度」の普及促進等
高齢者等が求めるバリアフリー情報の精度向上や旅行者

    への情報提供の充実に向け、「観光施設における心のバリ
    アフリー認定制度」の見直し・改善を図るとともに制度の
    普及促進を行う。

モデルツアー モデルツアー
チェックリスト（イメージ）

事業イメージ

□　車いす利用者の場合、室内を車いすで
　　移動できるスペースが十分あるか

□　お客様の身体を支えやすい手すりの位置か

□　ベッドがある場合はお客様が移乗しやすい高さか
　（床から○cm）

客　室

～宿泊編～

□　施設内の導線のバリア（段差・階段等）の有無

「観光施設における心のバリアフリー認定制度」の見直し・
改善のための検討実施等
※ソフト面のバリアフリー対応や情報発信に積極的に取り組んでいる観光施設を認定

※

令和７年度予算額  30百万円
※令和６年度補正予算も活用



地域における受入環境整備促進事業

事業目的・背景・課題

事業内容

事業スキーム

事業イメージ

○ 我が国の各観光地における観光客の受入環境整備に当たっては、順調に増加するインバウンド旅行者を含めた観光客
に対してストレスフリー・バリアフリーで快適な旅行を満喫してもらうための環境整備の側面と、観光地の住民の
生活の質を確保しつつ、地域資源の保全・活用等を推進する側面の両面を、持続可能なあり方で追求することが重要。

○ 本事業においては、全国の観光施設・公共交通機関等における受入環境整備の取組を支援するとともに、地域資源の
保全・活用等に資する取組を集中的に支援。

・事業形態：直接補助事業 補助率：１／２、１／３等
・補助対象：地方公共団体、DMO、民間事業者等
・事業期間：平成２８年度～

マナー啓発

マナー啓発のためのコンテンツ制作、
看板・デジタルサイネージ等の整備

需要の適切な管理

入域料等徴収のためのシステム整備

お問い合わせ先：観光庁 参事官（外客受入） 電話：03-5253-8972

需要の分散・平準化

観光スポットや周辺エリアの混雑状況
の可視化・リアルタイム配信

令和７年度予算額  620百万円
※令和６年度補正予算も活用

〇持続可能な観光の推進に向けた受入環境整備を促進
・地域資源の保全・活用のための遊歩道やバイオトイレ
の整備のほか、オーバーツーリズムの未然防止・抑制
に向けた混雑状況の可視化に係るシステム整備や
マナー啓発のためのコンテンツ制作等を支援

・持続可能な観光推進に係る国際認証等を受けた地域に
おける面的な設備導入等を総合的に支援

〇交通サービスの受入環境整備を支援
・入国から目的地までの移動を円滑に実施するための
公共交通機関等における取組を支援

※上記に加え、必要な調査・実証事業を実施

多言語表記 UDタクシー キャッシュレス決済

地域資源の保全・活用

バイオトイレの
整備

自然保護のための
遊歩道の整備

交通サービスの受入環境整備



公共交通利用環境の革新等
○ 地方部への訪日外国人旅行者の誘致の加速化に向け、我が国へのゲートウェイとなる空港・港湾から地方部の観光
地等に至るまでの既存の公共交通機関等について、訪日外国人旅行者のニーズが特に高い多言語対応、無料Wi-Fiサー
ビス、トイレの洋式化、キャッシュレス決済対応等の取組を一気呵成に推進する。

（①～④の整備と同時に または 整備後に、⑤～⑨を支援可能）  

①～④をセットで整備（３点以上）

■多言語表記等 ■タブレット端末、携帯型翻訳機、
多言語拡声装置等の整備

■スマートフォンアプリの活用
等による案内放送の多言語化

②無料Wi-Fiサービ
ス

■旅客施設や車両等の
無料Wi-Fiの整備

■    QRコードやクレジットカード
対応企画乗車船券のICカード化

■全国共通ＩＣ
カードの導入■洋式トイレ、

バリアフリートイレの整備

④キャッシュレス決済対応

■レンタカーの
  キャッシュレス対応

■多言語バスロケーション
システムの設置

①多言語対応（事故・災害時等を含む）

※通常は整備が想定されない場合（例：②無料Wi-Fiサービス（レンタカー等）、③トイレの洋式化（バス、タクシー、レンタカー等）等）については、適用除外とする。

■オンデマンド交通
（予約システム、
住民ドライバー研修費）

■手荷物配送
（予約システム）

■超小型モビリティ・
シェアサイクル等
（サイクルポート等）

⑧多様なニーズに対応する
新たな交通サービスの創出等

③トイレの洋式
化

※外国人観光旅客の来訪の促進等による国際観光の振興に関する法律（平成９年法律第９１号）により、外国人観光旅客の公共交通機関の利用に係る利便を増進
するために必要な措置を講ずべき区間として観光庁長官が指定した区間（「指定区間」）において実施

⑨地方ゲートウェイの刷新による
二次交通への円滑なアクセス環境整

備
（Ｒ７年度追加）

■快適な
乗り場環境整備

■地域の特色を活かした
待合環境整備

or  

令和７年度予算額 670百万円
※令和６年度補正予算も活用

お問い合わせ先：国土交通省 総合政策局地域交通課 電話：03-5253-8396

事業スキーム 事業期間：令和元年度～
事業形態：直接補助事業、補助率：1/2（①～④のうちいずれかを実施済みの場合（全て実施済みの場合も含む）は、1/３）
補助対象事業者：公共交通事業者、旅客施設の設置管理者 等

⑥大きな荷物を持ったインバウンド旅客
のための機能向上

■段差解消やスーツケース置き場の確保

■観光列車 ■魅力ある
 観光バス

⑦移動そのものを楽しむ取組や
新たな観光ニーズへの対応

⑤非常時のスマートフォン
等の充電環境の確保

■非常用電源装置
・携帯電話充電設備等

or  or  
（ＬＲＴシステム
の整備）

（インバウンド対 
応型バス）

（荷物置き場
の設置）

（インバウンド
対応型タクシー）

（旅客施設の段
差解消） ■サイクルトレイン

or  
※①～⑨とは別に、利用者にとっての最
適経路による移動手段と観光サービスを
一括して提供することで特定観光地にお
ける周遊を促す事業についても支援可能

（R7年度より適用）



お問い合わせ先：観光庁 参事官（外客受入） 電話：03-5253-8972

持続可能な観光推進モデル事業
事業目的・背景・課題

事業内容

事業スキーム

事業イメージ

○ 地域が観光地としての自らの価値を磨きながら成長を続け、次世代に受け継がれていくためには、環境、文化、
社会・経済面の持続可能性が必須。また、観光地・観光産業が、収益性の向上を通じて必要な投資・人材育成を
進め、持続可能なあり方で発展していくことが重要。

○ 海外からの観光客数増加及び“持続可能な観光”に関するニーズの増加トレンドを逃さず、将来にわたって我が国の
多様な観光地が“選ばれ続ける観光地”となることを支援すべく、観光計画策定支援・モデル実証を実施する。

①事業形態：直接補助事業（補助率１／２、上限500万円）
補助対象：地方公共団体、DMO等

②事業形態：直轄事業
※対象：ガイドラインロゴ取得済、又は本事業実施後にガイドラインロゴの取得を行う地方公共団体・DMO等

事業期間：令和４年度～

＜日本版持続可能な観光ガイドラインを構成するカテゴリー＞

グリーンデスティ
ネーションズ

伝統的な町並みの保全のための ➤
歴史的資源の活用・収益化

持続可能なマネジメント 社会経済のサステナビリティ

文化的サステナビリティ 環境のサステナビリティ

＜国際認証・表彰の例＞

31

100

12

50

0

50

100

2023 2024 2025
ベストツーリズム

ビレッジ

目標

環境×観光

文化×観光

地元大学と連携した
SDGsの関連プログラムの
企画・実施

①持続可能な観光計画等の策定支援＊【補助事業】
日本版持続可能な観光ガイドライン(ガイドライン)に基づく
地域における持続可能な観光計画等の策定・改定を支援する。
＊本事業実施後に、ガイドラインロゴの取得を必須化

②モデルケースの造成【調査事業】
地方公共団体等※が地域の観光関係者と連携し、観光地の
GX化や地域の自然・文化・生業等の保全・活用の推進等、
地域の持続可能性の向上に資するモデル実証を行う。

※これまで採択したことが無い地方公共団体等を優先採択 ＜観光立国推進基本計画（2023年３月閣議決定）＞
持続可能な観光地域づくりに取り組む地域数：2025年目標 100地域

（うち国際認証・表彰地域 50地域）

令和７年度予算額  50百万円



ICT等を活用した観光地のインバウンド受入環境整備の高度化

事業目的 ・
背景・課題

事業内容・イメージ・事業スキーム

○インバウンドの更なる増加に伴い、消費額の拡大や地方誘客の促進を図りながら、高い経済効果を全国に波及させる必要。
○ 全国の観光地における個々の観光スポットや広域的な周遊に係る一体的な環境整備の取組等を支援する。

①インバウンド受入環境整備高度化事業
インバウンドの周遊促進・消費拡大に向けて、
観光地等の面的な受入環境整備の高度化を支援
【補助メニュー例】（全２０項目）

• 多言語化、公衆無線Wi-Fi、
キャッシュレス、トイレ洋式化等
の基礎的な受入環境整備

• ワーケーション環境の整備、
ＩＣＴごみ箱の設置、
多様な移動手段の導入等

• ナイトタイムエコノミー、廃屋撤去等
の賑わい環境の創出

• 段差の解消、子連れ環境の整備等の
ユニバーサル対応支援

• 観光案内所の整備等の観光拠点の
整備・改良に係る支援

・事業形態：直接補助事業（補助率 1/２等）
・補助対象：地方公共団体、DMO、民間事業者等

令和７年度予算額  1,866百万円
※令和６年度補正予算も活用

お問い合わせ先：観光庁 参事官（外客受入） 電話：03-5253-8111

②二次交通の高度化（新規）
地方部におけるインバウンドの「観光の足」を
確保するため、日本版/公共ライドシェアの導入
等、観光地における二次交通の高度化を支援
1)日本版/公共ライドシェア導入
2)レンタカー貸渡の省人化や複数施設による共同送迎輸送等、
地域の輸送資源の活用促進

3)モード間連携による円滑な乗継・周遊（観光MaaS）

観光客向け
公共ライドシェア

列車降車時にタクシーを
手配する仕組み旅館送迎車両の活用

1)事業形態：間接補助事業（国→民間事業者→地方公共団体等、補助率 2/3）
2,3)事業形態：直接補助事業（補助率 2/3）

補助対象：地方公共団体、DMO、 民間事業者等

③インバウンド安全・安心対策推進事業
観光危機管理計画策定、観光施設等の避難所機能・
多言語対応機能の強化、医療機関の訪日外国人患者
受入機能の強化を支援

観光危機管理計画の
策定支援

多言語対応AED等 非常用電源装置
の整備

④観光地域振興無電柱化推進事業
観光における地域振興に向けた無電柱化の推進
を図るための取り組み等を支援

・事業形態：間接補助事業（国→地方公共団体→電線管理者）
国は補助対象経費の1/2を補助対象事業者に補助、
補助対象事業者は補助対象経費の1/2または2/3を間接補助対象事業者
に補助

⑤先進的なサイクリング
環境整備事業
サイクルツーリズムを推進する
ため、訪日外国人に対応した
サイクリング環境の整備を支援

・事業形態：直接補助事業（補助率 1/2）
・補助対象：地方公共団体、協議会

多言語案内看板 サイクルラックの設置

■走行環境整備
■受入環境整備
■情報発信

⑥歴史的観光資源高質化
支援事業
観光の核となる歴史的建造物を
含めた歴史的まちなみ全体の質
を向上させる取組みを支援

・事業形態：直接補助事業（補助率 1/3）
・補助対象：地方公共団体、民間事業者

建築物・空地等
の美装化・緑化、
除却等

⑦免税対応（新規）
制度改正に伴う、輸出物品販売場
におけるシステム改修費用を支援

歴史的な町並みの景観に配慮した建造物

・事業形態：間接補助事業
（国→民間事業者→輸出物品
販売場）

・補助率：定額（15万円）

事業期間：①令和４年度～、②・ ③ ・⑦令和７年度～、④・⑥令和元年度～、⑤令和２年度～

・事業形態：直接補助事業（補助率 1/2）※観光危機管理計画策定補助のみ上限500万円
・補助対象：地方公共団体、DMO 、民間事業者等



❾環境省



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

イノベーション創出のための環境スタートアップ研究開発支援事業

事業イメージ

（１）間接補助（定額、定率） （２）請負事業

（１）環境スタートアップ特化型の研究開発支援
優れた技術シーズを持つ環境スタートアップの研究開発をF/S、PoCで幅広

く支援しつつ、有望案件を絞り込んでR＆Dで集中的・継続的に支援すること
で切れ目のない支援を実施。
（２）事業機会創出に向けた側面支援
①ピッチイベント等による事業機会創出及び事業化に向けた伴走支援
環境スタートアップを対象とするピッチイベントを開催し、優秀者の表彰、

PRの強化等を実施することにより、事業機会の創出を支援する。また、専門
家等による研究開発の進め方や資金調達・国内外での事業拡大に関する助言、
国内外の事業会社とのマッチング等を通じた伴走支援を実施。
②環境技術の性能実証による信用付与
先進的な環境技術の環境保全効果等を第三者機関が客観的に実証。その性

能への信用付与により、環境技術の普及を促すとともに、事業拡大を支援。

環境スタートアップの研究開発（フェーズ１：採算性調査（F/S）及び概念実証（PoC）、フェーズ２：技術開発（R&D））か
ら事業化までを切れ目なく支援することで、 「ネットゼロ」、「循環経済」、「ネイチャーポジティブ」の統合的推進に向けた
イノベーションの創出を図るとともに、環境ビジネスの創出・拡大及び雇用の増加に貢献する。

環境スタートアップの研究開発・事業化を支援し、持続可能な社会の実現に向けたイノベーションを創出します

【令和７年度予算（案） 99百万円（100百万円）】
【令和６年度補正予算額 88百万円】

民間事業者・団体
令和３年度～令和７年度

環境省大臣官房総合政策課環境研究技術室 電話：03-6205-8276

■補助対象・請負先 国
執行団体

民間企業・団体

スタートアッ
プ・中小企
業・個人等

補助金交付 支援

※本予算は、SBIR制度に基づく府省庁等横断の統一プログラムに該当する予算である。

採算性調査（F/S）
及び概念実証
（PoC）
定額補助

実用化研究
（R&D）
定率補助

環境技術の性能実
証による信用付与

フェーズ１
事業構想段階

フェーズ２
実用化段階

フェーズ３
事業化段階

ピッチイベント等による事業機会創出及び事業化に向けた伴走支援
事業機会創出に向けた側面支援

研究開発支援

請負 支援



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4.事業イメージ

委託事業

グリーンファイナンスの健全かつ適切な拡大とESG金融の主流化に向けた取組を推進します。

【令和７年度予算（案） 700百万円（320百万円） 】

民間事業者・非営利団体等

令和5年度～令和9年度

環境省 大臣官房 総合環境政策統括官グループ 環境経済課 環境金融推進室 電話：03-5521-8240

■事業形態 間接補助事業（補助率：外部レビュー費用 3/10又は6/10、 コン
サルティング費用 5/10、上限：20百万円）

■補助対象
■実施期間

民間事業者・団体等（登録を受けた調達支援者）
令和5年度～令和9年度

2030年度の温室効果ガス46％削減や2050年カーボンニュートラルの国際公約の達成に向けた今後10年間での150兆円超の投資
実現のために、グリーンファイナンス市場の健全かつ適切な拡大とESG金融の普及・実践を促進する。

我が国における脱炭素化に向けては、グリーンファイナンス市場の健全かつ適切な拡大
と、ESG金融の主流化が必要。本事業では、グリーンファイナンス市場における新規市場
参加者の裾野拡大やグリーン性の担保とともに、ESG金融の普及・実践に取り組む。
（１）グリーンファイナンス市場環境整備事業（委託）
・国内外の市場動向、取組事例や手法等の収集・分析、情報発信、市場整備方策検討
・金融機関の投融資先排出量算定・削減方策検討・開示促進

（２）グリーンファイナンス市場拡大促進事業（委託・補助）
・グリーンボンド等の発行支援を行う者を登録するサポーターズ制度の運営
・資金調達時の追加的外部レビュー費用等の補助

（３）ESG地域金融実践促進事業（委託）
・地域金融機関が直面する経営課題の調査・分析、個別のコンサル支援による優良事例
創出、普及啓発

（４）ESG金融主流化事業（委託）
・ESG金融に関する統一的な情報発信や優良事例の展開

グリーンファイナンスの普及・拡大促進事業

■委託先

（４）ＥＳＧ金融主流化促進事業

（１）GF市場環境整備事業
（２）GF市場拡大促進事業

（３）ESG地域金融実践促進事業



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

金融のグリーン化推進事業

補助対象、支援対象の例、事業イメージ

請負事業・委託事業・補助事業

国内のESG金融の主流化に向けて、金融のグリーン化に対する金融機関等への更な
る普及・啓発、環境金融市場の整備が必要である。本事業では、環境金融の質の向
上と裾野の拡大を支援する。
（１）環境投融資促進のための市場拡大支援

資源循環等の環境保全対策に資するグリーンボンド等の資金調達支援、環境情
報の開示及び開示情報の適切な利活用推進、新たなグリーンファイナンス手法
に関するモデル事例の創出、普及拡大に向けた調査・検討

（２）ESG金融の普及促進
環境・社会に対するインパクトの創出、地域の持続可能性の向上等に資する

取組を行う地域金融機関等を支援しESG 地域金融実践の先進的な事例を創出
（３）「持続可能な社会の形成に向けた金融行動原則」等の活用充実

金融機関の各業態における環境金融の取組状況に関する調査、地域金融機関
等における環境金融の普及・啓発を目的としたセミナー等の開催 等

① あらゆるアセットクラスにおけるESG要素の考慮を促すことで、多様なESG金融の考え方・手法の確立・普及を図る。
② 地域金融機関によるESG地域金融の実践支援を通じて、先進的なモデルケースの創出による知見の蓄積・周知を図る。
③ 地域金融機関等に対してESG金融に関するセミナー等を開催し、関連した知識や問題意識の普及・啓発を図る。

我が国におけるESG金融の普及・促進に向けて、取組の質の向上と裾野の拡大を支援する施策を実施します。
【令和７年度予算（案） 68百万円（74百万円） 】

民間事業者・団体

平成25年度～

環境省大臣官房環境経済課環境金融推進室 電話：03-5521-8240

■請負先・委託先・補助対象

（３）「持続可能な社会の形成に向けた金融行動原則」等の活用充実

（２）ESG金融の普及促進

（１）環境投融資促進のための市場拡大支援

＜環境金融に関する調査＞
・各業態における環境金融に関する取組の
実態について、セクター別に調査を実施。

＜環境金融に関するセミナー＞
・地域金融、保険業務等、テーマ別に分類し
た5つのWGにより合計12回程度開催予定。

・地域金融機関に対し、ESGを考慮し、地方
創生に資する金融行動をすることのできる仕
組みや体制作りを、個別のコンサルテーショ
ン等を通じて支援する。
・令和４年度は８案件（10機関）を採択。
   令和５年度は８案件（9機関)を採択。

・グリーンボンド等の外部レビュー費用、フ
レームワーク策定のためのコンサルティング
費用を補助。
・新たなグリーンファイナンス手法に関する
モデル事例の認定、評価の支援、情報発信を
通じた普及啓発 等



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

企業経営のグリーン化推進事業

事業イメージ

請負事業

2050年温室効果ガス排出ネット・ゼロに向けて、気候変動をはじめとす
る環境課題を経済・社会の課題と統合的に解決するための動きを加速化すべ
く、企業が特定した環境課題のリスク及び機会を戦略に組み込んだ経営を行
い、その情報を公開することをを促進する。
（１）環境経営、環境報告の普及促進事業

企業が環境への負の影響を防止・停止・軽減するための世界的に求め
られている環境デュー・ディリジェンスの普及促進

（２）環境報告活用促進事業
環境要素を企業経営等に戦略的に取り込んでいる企業の実例を投資家等
や企業に提示できるよう企業選定を実施

（３）エコアクション２１ガイドラインの管理・活用
エコアクション２１ガイドラインに基づく認証・登録制度の運営確認

国民や事業者が投資や商品購入を行う際に、事業者の環境への配慮の状況を考慮するよう促し、事業者の自主的な環境
配慮の取組を促進する。

持続可能な社会の実現に向けて動き出す企業を支援します。
【令和７年度予算（案） 21百万円（22百万円） 】

民間事業者・団体

平成14年度～

環境省大臣官房環境経済課 電話：03-5521-8229

■請負者

（３）エコアクション２１ガイドラインの管理・活用

（２）環境報告活用促進事業

（１）環境経営、環境報告の普及促進事業

• エコアクション２１ガイドラインに基
づく認証・登録制度の適切な運営を確
認するため運営に関する検討委員会を
開催

• 環境デュー・ディリジェンスに係る企業の取組を伴走
型で支援することで、企業の環境デュー・ディリジェ
ンスの実装を支援し、他企業の範となるモデルケース
を創出する。

• 上記結果をもとに、他企業がより実践的な環境
デュー・ディリジェンスの手法を把握し、効果的かつ
効率的に取り組めるよう、セミナー等を開催する。

• ESGファイナンス・アワード・ジャパ
ンの環境サステナブル企業部門で表彰
対象となる企業を選定

• 募集にあたっての選定基準等に関する
説明会開催



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業

支援対象

間接補助 都道府県・指定都市：1/3、市区町村（太陽光発電又はCGS）：1/2、
市区町村（地中熱、バイオマス熱等）及び離島：2/3

公共施設等※１への再生可能エネルギー設備等の導入を支援し、平時の脱炭素化に加え、
災害時にもエネルギー供給等の機能発揮を可能とする。
設備導入事業として、再生可能エネルギー設備、熱利用設備、コジェネレーションシス

テム（CGS）及びそれらの附帯設備（蓄電池※2、充放電設備、自営線、熱導管等）並びに
省CO2設備（高機能換気設備、省エネ型浄化槽含む）等を導入する費用の一部を補助。

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策（令和２年12月11日閣議決定）における「災害時に役立つ避難施設防災拠点
の再エネ・蓄エネ設備に関する対策」として、また、地球温暖化対策計画（令和３年10月22日閣議決定）に基づく取組として、地
方公共団体における公共施設等への再生可能エネルギーの率先導入を実施することにより、地域のレジリエンス（災害等に対する
強靱性の向上）と地域の脱炭素化を同時実現する。

災害・停電時に公共施設等へエネルギー供給が可能な再生可能エネルギー設備等の導入を支援します。

【令和７年度予算（案） 2,000百万円（2,000百万円）】
【令和６年度補正予算額 2,000百万円 】

地方公共団体 PPA・リース・エネルギーサービス事業で地方公共団体と共同
申請する場合に限り、 民間事業者・団体等も可

令和3年度～令和7年度
環境省大臣官房地域脱炭素推進審議官グループ地域脱炭素事業推進課 電話：03-5521-8233
（浄化槽について）環境省環境再生・資源循環局廃棄物適正処理推進課浄化槽推進室 電話：03-5501-3155

■補助対象

※１ 地域防災計画により災害時に避難施設等として位置付けられた公共施設及び公用施設、又は業
務継続計画により災害等発生時に業務を維持するべき公共施設及び公用施設（例：防災拠点・
避難施設・広域防災拠点・代替庁舎など）に限る。

※2 蓄電池としてEVを導入する場合は、通信・制御機器、充放電設備又は充電設備とセットで外部
給電可能なEVに蓄電容量の1/2×4万円/kWhを補助。

※   都道府県・指定都市による公共施設等への太陽光発電設備導入はPPA等に限る。
災害時に避難施設として機能を
発揮する市役所庁舎へ太陽光発
電設備・蓄電池・高効率空調機
器を導入。

公立病院へCGS・地中熱利用設
備・高効率照明機器を導入。

○地域防災計画により災害時に避難施設等
として位置付けられた公共施設等

○業務継続計画により、災害等発生時に
業務を維持するべき公共施設等

・再エネ設備
・蓄電池
・CGS
・省CO2設備
・熱利用設備 等

地域のレジリエンス
強化・脱炭素化の取組例

導入

市役所

公立病院

平時にはクーリングシェルター
としても活用。



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

地域脱炭素推進交付金
（地域脱炭素移行・再エネ推進交付金、特定地域脱炭素移行加速化交付金等）

事業イメージ

（１）（２）交付金、（３）委託費

（１）地域脱炭素移行・再エネ推進交付金
①脱炭素先行地域づくり事業に取り組む地方公共団体等を交付金により支援
②重点対策加速化事業に取り組む地方公共団体等を交付金により支援

（２）特定地域脱炭素移行加速化交付金【GX】
民間裨益型自営線マイクログリッド等事業に取り組む地方公共団体等を交

付金により支援

（３）地域脱炭素施策評価・検証・監理等事業
脱炭素先行地域・重点対策加速化事業を支援する交付金についてデータ等

に基づき評価・検証し、事業の改善に必要な措置を講ずるとともに、適正か
つ効率的な執行監理を実施する。

「地域脱炭素ロードマップ」（令和３年６月９日第３回国・地方脱炭素実現会議決定）、地球温暖化対策計画（令和３年10月22日閣議決定）
及び脱炭素成長型経済構造移行推進戦略（「ＧＸ推進戦略」、令和５年７月28日閣議決定）等に基づき、民間と共同して意欲的に脱炭素に取り
組む地方公共団体等に対して、地域の脱炭素への移行を推進するために本交付金を交付し、複数年度にわたり継続的かつ包括的に支援する。こ
れにより、地球温暖化対策推進法と一体となって、少なくとも100か所の「脱炭素先行地域」で、脱炭素に向かう地域特性等に応じた先行的な取
組を実施するとともに、脱炭素の基盤となる「重点対策」を全国で実施し、国・地方連携の下、地域での脱炭素化の取組を推進する。

意欲的な脱炭素の取組を行う地方公共団体等に対して、地域脱炭素推進交付金により支援します。

【令和７年度予算（案） 38,521百万円（ 42,520百万円）】
【令和６年度補正予算額 36,500百万円 】

（１）（２）地方公共団体等、（３）民間事業者・団体等

令和４年度～令和１２年度

環境省大臣官房地域脱炭素推進審議官グループ地域脱炭素事業推進課 電話：03-5521-8233

■交付対象・委託先

2020 2030 20502025

地域特性に応じた取組の
実施に道筋

①少なくとも100か所の脱炭素先行地域※

②重点対策を全国津々浦々で実施

全
国
で
多
く
の
脱
炭
素
ド
ミ
ノ

脱
炭
素
地
域
社
会

を
全
国
で
実
現

2030年度までに
実行

快適・利便
断熱・気密向上、公共交通

循環経済
生産性向上、資源活用

経済・雇用
再エネ・自然資源地産地消

防災・減災
非常時のエネルギー源確保

生態系の保全

2050年を
待たずに

地域課題を解決し、
地域の魅力と質を

向上させる地方創生へ

＜参考：（１）（２）交付スキーム＞

民間事業者等国 地方公共団体

国 地方公共団体

(b)民間事業者等も事業
を実施する場合

(a)地方公共団体が事業
を実施する場合

※地域特性・地域課題等で類型化
先進性・モデル性等を評価し、評価委員会で選定



地域脱炭素推進交付金 事業内容

※①（太陽光発電設備除く）及び②について、財政力指数が全国平均（0.51）
以下の自治体は3/4。②③の一部は定額

（１）地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 （２）特定地域脱炭素移行
加速化交付金【GX】事業区分 脱炭素先行地域づくり事業 重点対策加速化事業

交付要件

○脱炭素先行地域に選定されていること
（2030年度までに一定の地域で民生部門の電力消費に伴う
CO2排出実質ゼロ達成 等）

○再エネ発電設備を一定以上導入すること
（都道府県・指定都市・中核市・施行時特例市：
1MW以上、その他の市町村：0.5MW以上）

〇2030年度までに事務事業の電力消費に伴うCO2
排出実質ゼロを達成すること

○脱炭素先行地域に選定されている
こと

対象事業

１）CO2排出削減に向けた設備導入事業 （①は必須）
①再エネ設備整備（自家消費型、地域共生・地域裨益型）

地域の再エネポテンシャルを最大限活かした再エネ設備の導入
・再エネ発電設備：太陽光、風力、中小水力、バイオマス等

（公共施設への太陽光発電設備導入はPPA等に限る）
・再エネ熱利用設備/未利用熱利用設備：地中熱､温泉熱 等
②基盤インフラ整備

地域再エネ導入･利用最大化のための基盤インフラ設備導入
・自営線、熱導管
・蓄電池、充放電設備
・再エネ由来水素関連設備
・エネマネシステム 等

③省CO2等設備整備
地域再エネ導入･利用最大化のための省CO2等設備の導入
・ZEB・ZEH、断熱改修
・ゼロカーボンドライブ（電動車、充放電設備等）
・その他省CO2設備（高効率換気・空調、コジェネ等）

２）効果促進事業
１）「CO2排出削減に向けた設備導入事業」と一体と

なって設備導入の効果を一層高めるソフト事業 等

①～⑤のうち２つ以上を実施（①②は必須）
①屋根置きなど自家消費型の太陽光発電 ※
（例：住宅の屋根等に自家消費型太陽光発電設

備を設置する事業）
※公共施設への太陽光発電設備導入はPPA等に限る
②地域共生・地域裨益型再エネの立地
（例：未利用地、ため池、廃棄物最終処分場等

を活用し、再エネ設備を設置する事業）
③業務ビル等における徹底した省エネと改修時
等のZEB化誘導

（例：新築・改修予定の業務ビル等において省
エネ設備を大規模に導入する事業）

④住宅・建築物の省エネ性能等の向上
（例：ZEH、ZEH＋、既築住宅改修補助事業）
⑤ゼロカーボン・ドライブ ※
（例：地域住民のEV購入支援事業、EV公用車

を活用したカーシェアリング事業）
 ※ 再エネとセットでEV等を導入する場合に限る

民間裨益型自営線マイクログリッド
等事業

官民連携により民間事業者が裨益
する自営線マイクログリッドを構築
する地域等において、温室効果ガス
排出削減効果の高い再エネ・省エ
ネ・蓄エネ設備等の導入を支援する。

交付率 原則２／３ ２／３～１／３、定額 原則２／３

事業期間 おおむね５年程度

備考

・複数年度にわたる交付金事業計画の策定・提出が必要（計画に位置づけた事業は年度間調整及び事業間調整が可能）
・各種設備整備・導入に係る調査・設計等や設備設置に伴う付帯設備等は対象に含む
・採択団体の事務事業に係る進捗状況や区域施策に係るCO2削減状況について、毎年、環境省HPで公表する
・交付金事業について、３年度目に中間評価を実施
・交付要件の達成が見込まれない場合又は達成が確認できない場合には、原則、交付金返還を求める

家畜排せつ物の
エネルギー利用

住宅建築物の
ZEB／ZEH ゼロカーボン・ドライブ再エネ水素利用

省エネ設備の
最大限採用

エネルギーマネジメント
システム導入

木質バイオマス
のエネルギー利用

屋根置き自家消費型
太陽光発電 蓄電池の導入

自営線
マイクログリッド



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

「地球温暖化対策推進法」、「地球温暖化対策計画」及び「GX推進戦略」等に基づき行う、地域再エネ導入の取組は、
2030年度46%削減目標の達成と2050年脱炭素社会の実現に貢献しつつ、地域課題を解決し、地域の魅力と質を向上
させる地方創生に貢献する取組として実施することが求められている。地域に根ざした再エネ導入のためには、地方公
共団体が地域の関係者と連携して、地域に適した再エネ設備導入の計画、再エネの導入調査、再エネ促進区域の設定、
持続的な事業運営体制構築、人材確保・育成など多様な課題の解決に取り組むことが不可欠であり、その支援を全国
的・集中的に行う必要がある。

地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業

事業イメージ

再エネの最大限の導入と地域人材の育成を通じた持続可能でレジリエントな地域づくりを支援します。

(1)①(2)①地方公共団体 (1)② 地方公共団体（共同実施に限り民間事業者も対象）
(1)③ 地方公共団体、民間事業者・団体等 (1)④⑤(2)②③(3)民間事業者・団体等

令和３年度～令和７年度

環境省大臣官房地域脱炭素政策調整担当参事官室 電話：03-5521-9109

■補助・委託対象

地方公共団体等による地域再エネ導入の目標設定・意欲的な脱炭素の取組に関する
計画策定、再エネの導入調査、官民連携で行う地域再エネ事業の実施・運営体制構築、
再エネ促進区域の設定等に向けたゾーニング、事業の持続性向上のための地域人材の
確保・育成に関する支援を行う。
（１）地域再エネ導入を計画的・意欲的に進める計画策定支援
  ①地域の再エネ目標と意欲的な脱炭素の取組の検討による計画策定支援

②公共施設等への太陽光発電設備等の導入調査支援
③官民連携で行う地域再エネ事業の実施・運営体制構築及び事業の多角化支援
④公共施設等への再エネ導入加速化及び計画策定支援事業

   ⑤地域脱炭素施策に関する課題解決や横展開に向けた検討
（２）地域共生型再エネ導入促進事業

①再エネ促進区域の設定等に向けたゾーニング支援
②再エネ促進区域等における地域共生型再エネ設備導入調査支援
③促進区域設定手法等のガイド作成・横展開

（３）地域脱炭素実現に向けた中核人材の確保・育成事業
①地域脱炭素実現に向けた中核人材育成事業

 ②地域脱炭素を加速化するための企業・自治体のネットワーク構築事業
 ③即戦力となる地域脱炭素人材の確保に向けた支援事業

（３）地域脱炭素実現に向けた中核人材の確保・育成事業

2050年脱炭素社会の実現

（１）地域再エネ導入を計画的・意欲的に進める計画策定支援
（２）地域共生型再エネ導入促進事業

※(1)②(3)②は令和４年度～、 (1)④(3)③は令和５年度～、
(2)②は令和６年度～、(1)⑤は令和７年度

(1)①②③(2)①②間接補助（定率；上限設定あり）
(1)④⑤(2)③(3) 委託事業

【令和７年度予算（案） 711百万円（758百万円）】
【令和６年度補正予算額 918百万円 】



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業のうち、
（１）地域再エネ導入を計画的・意欲的に進める計画策定支援

事業イメージ
①地域の再エネ目標と意欲的な脱炭素の取組の検討による計画策定支援

地域のCO2削減目標や再エネポテンシャル等を踏まえた再エネ目標、区域全体又は各施策の
目標達成に必要となる意欲的な脱炭素の取組、施策の実施方法や体制構築等の検討に関する調
査等を支援するとともに、これらを踏まえた計画策定を支援する。

②公共施設等への太陽光発電設備等の導入調査支援
公共施設等における太陽光発電設備等の発電量調査や日射量調査、屋根・土地形状等の把握、
現地調査等、太陽光発電その他の再エネ設備の導入に向けた調査検討を支援する。

③ 官民連携で行う地域再エネ事業の実施・運営体制構築及び事業の多角化支援
地域再エネ事業の事業スキーム、事業性、事業体（地域新電力等）設立に必要となるシステ
ム構築、事業運営体制構築や、地域脱炭素及び地域経済循環に資する多様な事業への多角化に
必要な予備的実地調査等を支援する。

④ 公共施設等への再エネ導入加速化及び計画策定支援事業
ガイドラインを活用した第三者所有モデル等の普及や地方公共団体による計画的な再エネ導
入の促進のための支援ツール等を作成し、地域再エネの導入を加速させる。

⑤ 地域脱炭素施策に関する課題解決や横展開に向けた検討
地球温暖化対策計画の見直しを踏まえつつ、地域脱炭素実現に向けた課題解決や先行的な取
組の横展開等を図るための検討を行う。

2050年脱炭素社会の実現に向け、地域の再エネ目標やその実現に向けた意欲的な脱炭素の取組の検討、公共施設等への
太陽光発電設備等の導入調査の実施による地方自治体の計画策定を支援するとともに、地域の経済・社会的課題の解決
に資する地域再エネ事業の実施・運営体制の構築などを支援することで、地域における再エネの最大限導入を図る。

地域の再エネ目標や脱炭素事業の検討に係る計画策定等を支援します。

①地方公共団体 ②地方公共団体（共同実施に限り民間事業者も対象）
③地方公共団体、民間事業者・団体等 ④⑤民間事業者・団体等
令和３年度～令和７年度  ※(1)②は令和４年度～、④は令和５年度～、⑤は令和７年度

■補助・委託対象

①④⑤計画策定支援・横展開

計画的・段階的な脱炭素への取組へ

現状

目標

出典:長野県ゼロカーボン戦略

②④導入調査支援 ③体制構築支援

①間接補助３／４、２／３（上限800万円） ②間接補助３／４（上限800万円）
③間接補助２／３、１／２、１／３（上限2,000万円） ④⑤委託事業

公共施設等へ
の再エネ導入
可能量調査等

地域再エネ事業の
実施・運営体制の
構築

環境省大臣官房地域脱炭素政策調整担当参事官室 電話：03-5521-9109



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業のうち、
（２）地域共生型再エネ導入促進事業

事業イメージ
①再エネ促進区域の設定等に向けたゾーニング支援

自治体による再エネ促進区域の設定等に向けたゾーニング等の取組（地域の特
性に応じた適正な環境配慮に係る情報収集、自然環境等調査、マップ作成）を支
援する。

②再エネ促進区域等における地域共生型再エネ設備導入調査支援
再エネ促進区域等において地域共生型再エネ設備を導入するに当たっての調査

検討を支援する。

③ 促進区域設定手法等のガイド作成・横展開
促進区域設定の際の環境配慮や合意形成、ゾーニングの手法等をガイドライン

として取りまとめるとともに、自治体を対象とした研修やネットワークの構築等
を行うことにより、他地域での展開を図る。

2050年脱炭素社会の実現に向け、地域関係者との合意形成を図り、環境に適正に配慮した再エネの導入を最大限促進す
るため、再エネ促進区域の設定に係るゾーニングや地域共生型再エネ設備導入調査等の取組を支援するとともに、全国
での横展開を図るべく、地域の特性等に応じた様々な事例を踏まえつつ、ゾーニングの手法等をガイドラインとして取
りまとめる。

地域共生型再エネの導入促進に向けて、ゾーニングの実施による計画策定支援等を行います。

①地方公共団体 ②③民間事業者・団体等

令和３年度～令和７年度 ※(2)②は令和６年度～

■補助・委託対象

①間接補助 ３／４ （上限2,500万円）
②間接補助 １／２ （上限800万円） ③委託事業

出典：せたな町再生可能エネルギーに係るゾー
ニングマップ（令和５年２月 せたな町）

△陸上風力発電ゾーニングマップ

重ね合わせ

環境保全等に関する情報

地域特性に応じた情報

再エネポテンシャル

①③ゾーニング支援・横展開

②地域共生型再エネ
導入調査支援

事業者

地域主導で地域共生型再エネを誘致

地方公共団体・
協議会

地域が望む再エネ事業の導
入調査 事業化

地域貢献 環境保全

促進区域等の設定

その他

環境省大臣官房地域脱炭素政策調整担当参事官室 電話：03-5521-9109



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業のうち、
（３）地域脱炭素実現に向けた中核人材の確保・育成事業

事業イメージ

2050年脱炭素社会の実現に向け、多くの自治体で脱炭素分野の人材不足が課題である。地域課題の解決や地方創生に貢
献する取組として脱炭素事業を計画・実行していくためには、地域の人材が主体的に取り組むことが不可欠である。こ
のため、即戦力としての人材派遣、人材育成、先進地域や企業・専門家とのネットワーク構築により、地域脱炭素の実
現を担う中核人材を確保・育成し、ノウハウを伝播することで、脱炭素ドミノの実現に貢献する。

民間事業者・団体等

令和３年度～令和７年度  ※(3)②は令和４年度～、 ③は令和５年度～

■委託対象
委託事業

① 地域脱炭素実現に向けた中核人材育成事業
地域での脱炭素事業の持続的な実施に必要な中核人材の育成、他地域の

中核人材との相互学習関係の構築を行う。

② 地域脱炭素を加速化するための企業・自治体のネットワーク構築事業
脱炭素先行地域等の優れた取組のノウハウの共有や、多様な人材が互い

の技術・資金・情報を持ち寄り、地域における脱炭素の取組で協業するこ
とを促すネットワークを構築するためのプラットフォームを運営する。

③ 即戦力となる地域脱炭素人材の確保に向けた支援事業
自治体に対して、地域脱炭素実現に向けた総合的な戦略策定や脱炭素事

業創出に関するアドバイザーとして、専門家や企業人材を選定・派遣する
ための体制構築、自治体における地域脱炭素を加速させるための人材支援
のノウハウを蓄積・共有し、事例集としてまとめる。 自治体自治体

脱炭素人材の増加・優良事例のノウハウ伝播

2050年脱炭素社会の実現

企業・
先進自治体

②ネットワーク構築

企業・専門家

①中核人材育成 ③専門家派遣

地域での脱炭素実現のための計画づくり、合意形成、事業運営を担う中核人材を確保・育成します。

環境省大臣官房地域政策課 電話：03-5521-8328



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

地域循環共生圏創造事業費

事業イメージ

共同実施／請負事業

地域の活力を最大限に発揮する「地域循環共生圏」の考え方は、「第五次環境基本計画」（平
成30年４月閣議決定）で提唱され、 「第六次環境基本計画」（令和6年5月閣議決定）において
も、計画の最上位の目的である「ウェルビーイング/高い生活の質」を将来にわたってもたらす
「新たな成長」の実践・実装の場とされた。これを受け、地域における炭素中立、循環経済、自然
再興型社会への移行を促し、持続可能な自立・分散型社会を構築するため、以下の取組を実施する。

① 炭素中立、循環経済、自然再興型社会への移行を目指す際に大きな影響を受けるステークホル
ダーや地域も取り残さずに、協働的なアプローチを含めた地域循環共生圏の考え方に基づき自
立した地域づくりに取り組む者を支援する。

② 中間支援機能※を有する既存の団体が地域への伴走支援を実践的に行いつつ、その過程で得ら
れたノウハウを横展開することで、中間支援機能を担える人材・組織の育成を行い、地域循環
共生圏の創造を推進する。

③ ローカルSDGs事業の担い手同士の有機的なつながりを構築する場の提供や、優れた地域プ
ラットフォームの事例の情報発信の場を設ける。

① トランジションモデル形成
② 中間支援機能の担い手育成
③ 地域間ネットワーク強化・情報発信

地域循環共生圏の創造を強力に推進するため、地域プラットフォームを構築し、地域トランジションを実現します。

【令和７年度予算案 325百万円（350百万円）】

地方公共団体／民間事業者・団体

令和６年度～令和１０年度（予定）

環境省大臣官房地域政策課地域循環共生圏推進室 電話：03-5521-8328

■共同実施先・請負先

地域循環共生圏（2018年、第５次環境基本計画※）は、地域資源を活用して環境・経済・社会を良く
していく事業（ローカルSDGs事業）を生み出し続けることで地域課題を解決し続け、自立した地域を
つくるとともに、地域の個性を活かして地域同士が支え合うネットワークを形成する「自立・分散型社
会」を示す考え方です。
その際、私たちの暮らしが、森里川海のつながりからもたらされる自然資源を含めて地上資源を主体と
して成り立つようにしていくために 、これらの資源を持続可能な形で活用し、自然資本を維持・回
復・充実していくことが前提となる。
地域の主体性を基本として、パートナーシップのもとで、地域が抱える環境・社会・経済課題を統合的
に解決していくことから、ローカルSDGsとも言います。
※第6次環境基本計画（2024年閣議決定）では「新たな成長」を各地域で実践・実装していく場と
して位置付けられた。

自立した地域
自ら課題を解決し続け、
地域づくりを持続できる地域

事業を生み出し続ける
地域プラットフォーム

人・モノ・資金の循環
・食料、水、木材、再生可能エネルギー
（自然資源、生態系サービス）
・関係・交流人口、技術の提供・支援
・地域産品の消費、エコツーリズムへの参加
・クラウドファンディング、企業版ふるさと納税 など

社会・経済を支える森・里・川・海＝豊かな自然環境

分散型ネットワーク

地域循環共生圏＝自立・分散型の持続可能な社会
地域の主体性:オーナーシップ 地域内外との協働:パートナーシップ 環境・社会・経済課題の同時解決

自立した地域

自立した地域

※中間支援機能…ヒト・モノ・カネ・情報をはじめとする資源の連結、関係者の納得度合いや先を見越
 したステップを確認して進行管理を支えるプロセス支援、変革に向けて刺激を与え関
心や意思を呼び起こす変革促進、本質的な解決策の発見を促す問題解決提示など



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

海岸漂着物等地域対策推進事業

事業イメージ

補助事業

国内外で関心が高まっているプラスチックを始めとする海洋ごみ問題への対策のた
め、海岸漂着物処理推進法第29条に基づき、都道府県や市町村等が実施する海洋ご
みに関する地域計画の策定、海洋ごみ等の回収・処理、発生抑制対策に関する事業に
対し、補助金による支援を実施する。補助率は、地域の実情に合わせ、離島や過疎、
半島地域等において嵩上げを実施する。

（補助率）
○地域計画策定事業（都道府県のみ） ・・・補助率 １／２

○回収・処理事業、発生抑制対策事業 ・・・補助率 ９／１０～７／１０、定額※
北朝鮮由来の確認漂着木造船については、補助率９．５／１０～８．５／１０
※漁業者等が行うボランティアにより回収された海底・漂流ごみの処理を行う

場合は10百万円を上限とする補助。

近年、海洋ごみによる海岸機能の低下や環境・景観の悪化、船舶航行の妨げ等が懸念されている。都道府県や市町村等が実施す
る海洋ごみ対策への支援を通じて海洋ごみの削減を図り、もって海洋環境保全に資する。

【令和７年度予算（案）170百万円（170百万円）】
【令和６年度補正予算額 3,525百万円 】

都道府県（市町村事業は都道府県を通じた間接補助事業）

平成２７年度～

環境省 水・大気環境局 海洋環境課 電話：03-5521-9025

■補助対象

海洋ごみ（漂流・漂着・海底ごみ）の回収・処理や発生抑制対策を推進するため、地方公共団体を支援します。

環境省

漂流・漂着・海底ごみの
及ぼす様々な影響

海洋ごみの回収処理
事業等の推進

補助金

都道府県、市町村などによる回収処理事業等の実施

事業計画 事業実績報告

重機やボランティアに
よる海洋ごみの回収処
理活動

全国の漂流・漂着・海底ごみ対策の推進により、
海洋環境の保全等を図る。

海洋環境、沿岸居住環境、
観光・漁業、船舶航行



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

地方公共団体が取り組む特定外来生物の防除や、総合的な外来種対策を進めるための戦略の策定、外来種リスト等の策
定に向けた調査・検討等について、交付金により支援し、特定外来生物の分布拡大の抑制や根絶、生態系等に係る被害
の防止・低減を実現する。

【令和７年度予算（案） 100百万円】

地方公共団体が実施する外来生物対策への支援（外来生物対策管理事業費）

事業イメージ

交付金（交付率は1/2以内又は定額）

令和４年５月に「特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法
律」の一部改正法が成立し、令和５年４月に施行された。これにより、都道府
県は、我が国に定着した特定外来生物の被害防止措置を講ずることが、市町村
はそれに努めることが責務となった。加えて、同法に基づき、国は地方公共団
体における施策の支援に必要な措置を講ずることが責務となった。
同法に基づくこれらの責務規定を踏まえ、特定外来生物による生態系等に係

る被害の防止に向けて、地方公共団体が主体的に取り組む下記の事業について、
交付金により支援を行う。
（１）特定外来生物防除事業（交付率1/2以内）
（２）特定外来生物早期防除計画策定事業（定額、250万円※）
（３）外来種対策戦略検討等事業（定額、250万円※）
※ただし、定額を超える事業費分は1/2以内。

地方公共団体が取り組む特定外来生物の防除等を支援します。

地方公共団体

令和５年度～

環境省自然環境局野生生物課外来生物対策室 電話：03-5521-8344

■交付対象

特定外来生物による被害の防止、
分布拡大の抑制・根絶、生態系の回復

国

都道府県

市町村

（１）特定外来生物の防除
（２）個別種の早期防除計画策定（調査、防除の実施等）
※（１）及び（２）について
①都道府県・市町村が自ら行う防除事業
②市町村・民間団体が行う防除に対する都道府県補助、民間団
体が行う防除に対する市町村の補助

（３）外来種対策全般の総合戦略策定、対策を行うべき
外来種のリスト化に必要な調査・検討等

市町村・
民間団体
民間団体

※(1)②、(2)②の場合

交付金
½以内又は定額

※(1)①、(2)①、(3)の場合

【令和６年度補正予算額  400百万円】



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

国立公園等の民間山小屋が持つ公共的機能を発揮するために必要な環境保全施設等の整備経費を支援します。
【令和７年度予算（案） 77百万円（60百万円） 】

環境省 自然環境局 国立公園課 電話 ０３－５５２１－８２７７

国立公園等管理等事業費
（４）山岳環境保全対策事業

請負事業（①・③）、直接補助事業（②）

民間事業者（①・③）、民間山小屋事業者等（②）
平成23年度～令和12年度

事業イメージ

国立公園等の登山利用者が増加している中、国立公園等の管理には山小屋事業者等との協働が不可
欠となっている。民間山小屋の持つ公共的機能を高めるため、環境整備支援（山小屋トイレ整備等）
を行い、国立公園等の山岳地域の優れた景観の保持、衛生環境の維持及び自然環境の保全と適正利用
を図るとともに、官民連携の山岳環境保全対策を推進する。

■補助対象

①山岳環境保全対策推進事業（請負事業）
未整備山小屋事業者が抱える課題に係る助言や相談対応や関係者との意見交換会

の場の形成、山岳地域における環境美化業務等を行い、山岳環境の保全を図る
②山岳環境保全対策支援事業（補助事業）

山岳自然環境の保全や、中高年、女性登山者、訪日外国旅行者等の利用増加に対
応し環境に配慮したし尿処理施設の整備がなされていない山小屋トイレにおける環
境配慮型排水・し尿処理施設等の整備について、新設及び再整備を行う場合に、そ
の事業経費の１／２を補助する。

③登山道等保全調整に係る専門家活用事業（請負事業：新規）
登山道適正管理や山小屋を拠点とした山域管理体制の構築、利用者負担の導入、

環境保全施設整備支援等の調整を担う専門家の活用により、山岳環境の保全と管理
体制の強化を図る。

②山岳環境保全対策支援事業（補助事業）
【事業対象】
・補助率 対象事業経費の１／２
・補助先 地方公共団体その他地域の活動団体等

で構成される地域協議会の構成員であ
り、国立・国定公園内で経営する民間
山小屋事業者等

【事業概要】
(1)対象とする施設
・民間山小屋の公共的機能の発揮
に必要な環境保全のための施設

 (2)支援メニュー
   1) 環境配慮型排水・し尿処理施設

2) 廃棄物の分別・処理施設
3) 1）に付帯する給水施設

環境配慮型
トイレ

廃棄物処理機



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

国立公園等利用等推進事業費
(４)エコツーリズムを通じた地域の魅力向上事業

事業イメージ

交付金（補助率１／２、定額）

国立公園等において地域の自然資源を持続的に活用した地域振興に取
り組むエコツーリズム推進協議会等に対し、推進体制の強化、資源調査、
エコツーリズム推進全体構想の作成、ルールづくり、人材育成、ツアー
プログラムの企画・立案、モニターツアーの実施等に要する経費の１／
２を交付金で支援。

国立公園等において地域の自然資源を持続的に活用するエコツーリズムの取組や魅力的な地域づくりを推進し、地域活
性化を図る。

持続的かつ魅力的な地域作りに向け、エコツーリズム推進協議会による全体構想策定や資源調査等のエコツーリズ
ム推進の取組を支援します。

【令和７年度予算（案） 20百万円（20百万円）】

地域協議会

平成23年度～

環境省自然環境局国立公園課国立公園利用推進室 電話：03-5521-8271

■交付対象

エコツーリズム地域活性化支援事業(交付金)による支援
エコツーリズム推進協議会等に対して、推進体制の強

化、資源調査、ルールづくり等に要する経費の１／２を
支援する。

・魅力的なツアープログラムづくり
（安全管理、環境への配慮含む）

・体制の強化、資源調査
・エコツーリズム推進全体構想の作成
・ルール作り（地域の合意形成）
・ガイド等の人材育成



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 事業イメージ

都道府県等が計画に基づき行う指定管理鳥獣（ニホンジカ、イノシシ、クマ類）の捕獲や被害対策等を支援します。

【令和７年度予算（案） 200百万円（200百万円）】
【令和６年度補正予算額 2,500百万円】

指定管理鳥獣対策事業費

・ニホンジカ・イノシシの個体数を半減させる目標の達成に向けて、都道府県等が行う捕獲事業等を支援する。
・クマ類による被害防止に向けて、都道府県等が行う調査モニタリング、捕獲、出没防止対策等を総合的に支援する。

（１）ニホンジカ・イノシシ捕獲等事業
①指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画の策定、生息状況調査等
②ニホンジカ・イノシシの捕獲等
③効果的な捕獲の促進（捕獲手法の技術開発、広域連携による捕獲等）
④認定鳥獣捕獲等事業者等の育成（認定鳥獣捕獲等事業者等育成の研修会等）
⑤ジビエ利用拡大を考慮した狩猟者の育成（狩猟者育成の講習会等）
⑥ジビエ利用拡大等のための狩猟捕獲支援（捕獲強化のための狩猟捕獲経費補助等）

（２）クマ類総合対策事業【拡充】
①特定計画・指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画等の策定、生息状況調査等
②クマ類の捕獲等（人の生活圏周辺等）
③出没防止対策（誘引物管理、緩衝帯整備、柵の設置、普及啓発等）
④出没時の体制構築（出没情報収集提供、出没対応訓練、対応マニュアル作成等）
⑤専門人材育成（都道府県・市町村職員、捕獲技術者育成の研修会等）

交付金（補助率１／２、２／３、定額）
都道府県（市町村への間接補助（クマ類））、協議会

平成26年度～

環境省自然環境局野生生物課鳥獣保護管理室 電話：03-5521-8285

■交付対象

（シカ・イノシシ②③）
捕獲、広域連携捕獲等

（クマ類③）
誘引物の管理・除去

（クマ類③）
刈り払い、緩衝帯整備

（クマ類③）
侵入防止柵の設置

（クマ類②）
捕獲



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

自然公園等事業費

事業イメージ

請負事業/交付金事業（国立公園50% 国立公園以外45%）

ネイチャーポジティブの実現に向けて、国土・地域（エリアベースド）の視点から
とりわけ国立公園等の優れた自然環境の保全地域について、「ストックとしての自然
資本の維持回復等」と「優れた自然資本の価値を持続可能に活用した地域経済の高付
加価値化」の取組の推進が必要です。そのために、国立公園、国民公園等における施
設整備や自然再生等の事業を実施し、国立・国定公園等において地方公共団体が行う
施設整備等の事業について支援します。

・ 自然公園等の利用施設の整備
・ 自然公園等施設における炭素削減等の気候変動、防災・減災対策（国土強靱化）
・ 国立公園での自然再生事業、生態系維持回復事業、国指定鳥獣保護区の保全事業
・ 国が整備した施設等の維持管理
・ 国立・国定公園等で地方公共団体が実施する施設整備等の支援（交付金）

①国立公園等の保護及び利用上重要な事業の実施並びに国民公園等の施設の整備・維持管理の実施
②国立公園等の利用環境の向上（外客等受入環境整備含）による地域経済回復及び国民生活向上への貢献
③自然公園等施設における炭素削減及び近年の気候変動による災害激甚化へ対応するための防災・減災対策
④国立公園等での自然環境の保全や消失・変容した自然生態系の再生

国立公園等の優れた自然風景地の保護と安全で快適な利用の推進を図ります。

【令和７年度予算（案） 7,755百万円（7,755百万円）】
【令和６年度補正予算額 4,000百万円】

①請負事業：■民間団体、③補助事業：■地方自治体

平成６年度～

環境省自然環境局自然環境整備課、総務課、国立公園課、自然環境計画課、野生生物課 電話：03-5521-8281

■請負先・交付対象

事例１：国立公園の保護及び利用上重要な施設の整備

園地の整備、
歩道の整備

事例２：国立公園拠点施設整備による利用環境の向上

ビジターセンター
整備

事例３：国立公園施設の強靱化

歩道の整備



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

国立公園等施設利用環境整備事業

事業イメージ

請負事業、交付金（補助率1/2）

我が国を代表する自然景勝地である国立公園等は政府の観光戦略において観光立
国の推進を担う役割を求められているほか、国立公園等の施設に訪れる外国人をは
じめ、子育て世代、高齢者、障がい者など、あらゆる人が安全・快適に利用出来る
環境の整備を効率的に行う必要がある。そのため、ユニバーサルデザイン化に配慮
しつつ、中長期的な視点に立った計画的な施設整備や維持管理等の施設の長寿命化
対策を実施する。

・ 自然環境等施設長寿命化対策に係る整備
・ 国立公園で地方公共団体が実施する自然環境等施設長寿命化対策の支援
・ 予防保全型管理に係る修繕、整備
・ 利用者の安全・安心を確保するために必要な設備等の環境整備

① 中長期的な視点に立った計画的な改修かつ効率的な管理による施設の長寿命化対応
② 円安を背景とした訪日外国人を含む観光利用者の増加を見据えた安全・快適な利用環境の提供

国立公園等の利用施設を中長期的な視点で計画的に管理を行い、長寿命化を図ります。

【令和７年度予算（案） 479百万円（480百万円）】
【令和６年度補正予算額 786百万円】

民間事業者・団体 ■交付対象 地方自治体

平成29年度～

■請負先

お問合せ先 環境省 自然環境局 自然環境整備課 電話： 03-5521-8281 総務課       電話： 03-5521-8268  
                          自然環境計画課 電話： 03-5521-8268 野生生物課 電話： 03-5521-8353

長寿命化対策によるトータルコストの縮減イメージ

事例：避難小屋の外壁塗装改修



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

生物多様性保全推進支援事業（交付金）

活用事例

間接交付事業（交付率3/4、1/2又は定額）

・「生物多様性地域連携促進法（平成23年施行）」「生物多様性国家戦略2020-
2030（令和5年閣議決定）」において、地方公共団体や事業者、民間団体、
地域住民等の多様な主体の連携・協働による活動の促進が必要とされている。

・法に基づく指定種や保護地域に係る取組、法定計画の策定とそれに基づく取組
等、国としても促進すべき下記事業を地域が行う場合に、短期的に支援。

① 生物多様性増進活動の基盤整備（交付率1/2、原則2年）
② 生物多様性増進活動の活動基盤強化（定額:上限150万円、原則2年）
③ 重要地域の保全・再生 （交付率1/2、原則2年）
④ 動植物園等による生息域外保全（定額:上限200万円、原則３年）
⑤ 国内希少種の生息環境改善（定額:上限250万円又は上限150万円、原則3年）
⑥ 重要里地里山等における社会経済的課題と環境的課題を統合的に解決しよう

とする活動（交付率1/2、原則２年）

2030年ネイチャーポジティブ達成に向けて、地域における生物多様性の保全・再生に資する取組を支援します

非営利団体、地方公共団体、民間事業者 等

平成20年度～

環境省自然環境局自然環境計画課生物多様性主流化室 電話：03-5521-9108

■交付対象

事例１ 出雲・雲南地域広域連携生態系ネットワーク推
進事業（R1～R3）（島根県出雲市・雲南市）

コウノトリやトキと共に生きる持続可能な地域の実現
に向けて、出雲・雲南地域生物多様性連携保全活動計
画を作成し、環境づくりや普及啓発活動等を実施。

事例２ ﾌｻﾋｹﾞﾙﾘｶﾐｷﾘの住み続ける草原の生息環境保全
（H30～R2）（岡山県真庭市）

日本固有種で生息地が極めて限られる
草原性の希少昆虫「ﾌｻﾋｹﾞﾙﾘｶﾐｷﾘ」の
生息環境維持・改善（火入れ等）。

事例３ 三井楽ふるさと景観の椿林･円畑･スケアン再
生で地産品ブランド化事業（R３～R５）
（長崎県五島市）

放棄された円畑（まるはた）、椿林等を再生し、生物多様
性の復元と併せて円畑で栽培したサツマイモをカンコロ餅
及び周辺椿林からの椿油を「五島の円畑」としてブランド化。

① 「昆明・モントリオール生物多様性枠組」で盛り込まれたネイチャーポジティブや30by30等の新たな世界目標の確実な
達成と各地域での世界目標達成の具体的な指針となる生物多様性地域戦略で設定された目標を達成するため、地域におけ
る生物多様性の保全・再生に資する活動を支援し、国土全体の生物多様性の保全・再生を推進する。

② 各地域の取組を支援だけでなく、自立化を促進する。

【令和７年度予算（案） 174百万円（95百万円）】



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

動物を大切にする心豊かな社会づくりを進めつつ、動物取扱業の適正化、糞尿等の生活環境への支障防止、犬猫の
殺処分数削減、災害時のペット対応への備え、マイクロチップによる犬猫管理、動物虐待等防止といったペット等
が関わる社会課題に対応し、人と動物の共生社会の実現を図ります。

動物の愛護及び管理事業

事業イメージ

請負事業、直接補助事業（１/２）

自治体が行う施設整備への補助、災害への備え等の各種対策の実施、課題解決に
必要な対策の検討を進めます。
①令和元年法改正に係る施行状況調査や、法令改正等の対策を検討・とりまとめ。
②動物取扱業において、動物を適切に取扱うための基準の策定や検討会の実施、
検討に必要な調査、法令遵守の徹底等。
③犬猫の殺処分数削減に向け、犬猫の譲渡体制強化に係る事業の実施、災害時対応
を含めた自治体が設置する動物収容施設の整備費に対する補助金での支援等。
④動物の適正な飼養管理の基盤データとなるマイクロチップの識別管理の充実化、
登録情報の活用、狂犬病予防法との連携等の方策の検討等。
⑤愛玩動物看護師制度の着実な運用。
⑥災害時の同行避難、ペット対応への備え。法律に基づく、動物の愛護及び管理に
係る国民への総合的な普及啓発。
⑦動物虐待等事案に迅速かつ適切に対処できる自治体の体制づくりの支援。
⑧鳥インフルエンザ等の人獣共通感染症拡大を着実に防止するための自治体の体制強化。

・ 動物愛護の気風を醸成し、動物取扱業の適正化、犬猫の殺処分数削減、マイクロチップによる犬猫の管理、動物虐待
等防止により、動物を適正に取り扱う社会を構築。

・ 危険な特定動物管理や飼養施設の鳥インフルエンザ対策を強化や、動物からの危害を防止するとともに、動物による
糞尿等の被害を防止し、生活環境を保全。災害時のペット対応への備えによる災害時の被災者の安全確保。

【令和７年度予算（案） 406百万円（370百万円）】
うち本省予算額 402百万円（366百万円） 地方予算額 4百万円（4百万円）

①、②、④～⑧民間事業者・団体/非営利団体/大学/研究機関
③都道府県、政令市及び中核市、等

平成18年度～

環境省 自然環境局総務課 動物愛護管理室 電話：03-3581-3351

■請負先
補助対象

全国の犬・猫の殺処分数の推移

 動物愛護による
動物の取扱いの
適正化

 動物管理による
人・生活環境へ
の被害防止

＜社会課題＞
• 生活環境への支障 ・犬猫の殺処分
• 動物取扱業者による不適正な飼養等
• 迷い犬猫が所有者に返還されない
• 適正飼養の推進 ・災害への対応
• 動物の虐待 ・人への健康被害 等

事業の実施



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

プラスチック資源循環等推進事業費

事業イメージ

請負事業

・プラスチック資源循環の促進に係る社会実装支援
・プラスチック資源循環に係る調査・検討及びプラスチック資源循環法等の課題検討
・自治体、事業者、消費者等の関係主体に向けたプラスチック資源循環に係る普及啓発

プラスチックの資源循環を総合的に推進します。
【令和７年度予算（案） 350百万円（274百万円）】

民間事業者・団体

平成18年度～令和17年度（予定）

■請負先

１．プラスチック資源循環推進事業
（1）プラスチック資源循環の促進に係る社会実装支援事業
・プラスチック使用製品廃棄物の回収量の拡大、リサイクルコストの低減、マッ
チング等、プラスチック資源循環に資する社会実装一歩手前の取組に対して、
自治体・事業者等による実証事業を支援する

（2）プラスチック資源循環に係る調査・検討及びプラスチック資源循環法等の課題
検討

・プラスチック資源循環法の施行状況やプラスチック資源循環戦略の進捗の調
査・把握等を行うとともに、プラスチック資源循環法等の課題を検討する。

（3）プラスチック資源循環に係る普及啓発事業
・万博の機会を通じた関係主体の理解促進に資する普及啓発を行う。

２．容器包装リサイクル推進事業
・容器包装廃棄物排出実態等調査を継続的に実施し、課題分析を行う。

プラスチック資源循環の推進

自治体や事業者が実施する実証事業等

リサイクル

再資源化

・自治体や事業者によるプラスチック資源循環の社会実装を支援
・プラスチック資源循環に係る調査・検討
・プラスチック資源循環法等の課題検討

環境省 環境再生・資源循環局 総務課 容器包装・プラスチック資源循環室 電話：03-5501-3153

分別収集・自主回収



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

① プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律が令和4年4月に施行されたことを受け、自治体・企業によるプラスチッ
ク資源の回収量増加、また再生可能資源由来素材の需要拡大の受け皿を整備する。

② 再エネの導入拡大に伴って排出が増加する再エネ関連製品（太陽光パネル、LIB等）や、金属資源及びベース素材等を確実に
リサイクルする体制を確保し、脱炭素社会と循環経済への移行を推進する。

プラスチック資源・金属資源等のバリューチェーン脱炭素化のための高度化設備導入
等促進事業

事業イメージ

間接補助事業（補助率１／３，１／２）

➀省CO2型プラスチック資源循環設備への補助
・効率的・安定的なリサイクルのため、プラスチック資源循環の取組全体
（メーカー・リテイラー・ユーザー・リサイクラー）を通してリサイクル設
備等の導入を支援する。

・再生可能資源由来素材の製造設備の導入を支援する。
・プラスチック使用量削減に資するリユースに必要な設備の導入を支援する。
・複合素材のリサイクル設備の導入を支援する。
・紙おむつ等の複合素材のリサイクル設備の導入を支援する。
②金属・再エネ関連製品・ベース素材等の省CO2型資源循環高度化設備への補助
・資源循環を促進するため、工程端材、いわ
ゆる都市鉱山と呼ばれている有用金属を含
む製品や再エネ関連製品及びベース素材の
再資源化を行うリサイクル設備の導入を支
援する。

脱炭素型のリサイクル設備・再生可能資源由来素材の製造設備等の導入支援を行います。

【令和７年度予算（案） 4,280百万円（3,761百万円）】
【令和６年度補正予算額 1,700百万円】

民間事業者・団体等
令和5年度～令和9年度

環境再生・資源循環局 総務課 ①容器包装・プラスチック資源循環室電話：03-5501-3153 ②資源循環ビジネス推進室電話：03-6205-4947

■補助対象

原材料 リユース・
リサイクル

バイオマスプラスチック製造設備 PETボトル水平リサイクル設備

循環経済の確立

バリューチェーン全体の脱炭素化

設計・
製造 利用 排出・

回収

金属破砕・選別設備 太陽光発電設備
リサイクル設備



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

脱炭素型循環経済システム構築促進事業

事業イメージ

委託事業、間接補助事業（補助率１／３，１／２）

・ 本事業では、化石由来資源プラスチックを代替するバイオプラスチック等の再生可能
資源（バイオマス・生分解性プラスチック、紙、CNF、SAF及びその原料等）への転
換・社会実装化のための技術実証等を行う。

・具体的には、活用可能性があり循環経済への寄与度が大きいものの、これまで脱炭素
の観点を考慮した資源の活用が十分に進んでいない、①複合素材プラスチック・廃油、
②再エネ関連製品（太陽光パネル・リチウム蓄電池等）やベース素材（金属やガラス
等）、③生ごみ・セルロース系廃棄物のバイオマスといったリサイクル困難素材に着
目し、これら資源の徹底活用に向けて、循環経済アプローチを通じたカーボンニュー
トラルの実現に貢献する技術の社会実装に向けた実証を行う。

・ 静脈産業の温室効果ガス排出量の算定は、様々なセクターにおけるScope3の把握・
精緻化に広く貢献することから、算定方法に関するマニュアルの策定等を行う。
また、脱炭素と資源循環を効果的・集中的に進めるために、資源循環システムを
類型化し、脱炭素型のシステム要件・基準を策定する。

廃棄物・資源循環分野の脱炭素化を進めるために重点的に取り組むべき使用済み製品・素材について、省CO2型リサイ
クルプロセスの社会実証等に取り組み、循環経済（サーキュラーエコノミー）アプローチを通じたカーボンニュートラ
ルの実現に貢献する。

脱炭素化に資する資源を徹底活用する技術の社会実装に向けた実証事業を行います。

【令和７年度予算（案） 4,000百万円（4,672百万円）】

民間事業者・団体、大学、研究機関等

令和5年度～令和9年度
環境省環境再生・資源循環局総務課リサイクル推進室（03-6205-4946）、容器包装・プラスチック資源循環室（03-5501-3153）、資源循環ビジネス推進室 （03-6205-4947）
廃棄物規制課 （03-6205-4903） 廃棄物適正処理推進課（03-5521-9273） 水・大気環境局海洋環境課海洋プラスチック汚染対策室（03-6205-4934）

■委託先・補助対象



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

脱炭素型循環経済システム構築促進事業のうち、
（１）プラスチック等資源循環システム構築実証事業（一部農林水産省連携事業）

事業イメージ

委託事業、間接補助事業（補助率１／３、１／２）

・これまで一部製品分野における代替素材への転換、単一素材の製品のリサイクルが進んで
きたところ。

・今後国内の廃プラスチック等を可能な限り削減し、徹底したリサイクルを実施するために
は、その他多くの製品分野における代替素材への転換、複合素材等のリサイクルの実現が
不可欠であることから、スタートアップ企業が行うものを含め以下の事業を実施する。

① 化石由来資源からバイオプラスチック等への転換・社会実装化実証事業
従来化石由来資源が使われているプラスチック製品・容器包装、海洋流出が懸念されるマ

イクロビーズや、航空燃料等について、これらを代替する再生可能資源（バイオマス・生分
解性プラスチック、紙、CNF、SAF及びその原料等）に転換するための省CO2型生産インフ
ラの技術実証を強力に支援する。

② リサイクル困難素材等のリサイクルプロセス構築・省CO2化実証事業
複合素材プラスチック（紙おむつ、衣類等含む）、廃油等のリサイクル困難素材等のリサ

イクル技術の課題を解決するとともに、リサイクルプロセスの省CO2化を強力に支援する。

① 廃棄物・資源循環分野からの温室効果ガスの排出量の多くを廃プラスチックや廃油の焼却・原燃料利用に伴うCO2が占めて
いる。カーボンニュートラルを実現するためには、化石由来資源が使われているプラスチック製品やプラスチックの使用量
の削減、航空燃料等のバイオマス由来等代替素材への転換、複合素材プラスチックや廃油等のリサイクル困難素材のリサイ
クルが不可欠。

② このため、廃プラスチックや廃油等のリサイクルプロセス全体でのエネルギー起源CO2の削減・社会実装化を支援し、脱炭
素型資源循環システムの構築を図る。

プラスチック等の化石由来資源から代替素材への転換、リサイクル困難素材等のリサイクルプロセス構築の支援により省CO2化を加速
します。

民間事業者・団体、大学、研究機関等

令和５年度～令和９年度
環境省環境再生・資源循環局総務課容器包装・プラスチック資源循環室 電話：03-5501-3153
廃棄物規制課 電話：03-6205-4903 水・大気環境局海洋環境課海洋プラスチック汚染対策室（03-6205-4934）

■委託先・補助対象

再資
源化

廃棄

消費

製造

②リサイクル困難な
未利用資源活用、リ
サイクルプロセスの
CO2削減

①生分解性素材の活用

流
出

①廃棄物等バイオマ
ス徹底活用、製造エ
ネルギー・化石由来
資源の削減

・再生可能資源増加
・化石由来資源削減

脱炭素型循環経済システムの構築



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

脱炭素型循環経済システム構築促進事業のうち、
（２）国内資源循環体制構築に向けた再エネ関連製品及びベース素材の全体最適化実証事業

事業イメージ

委託事業、間接補助事業（１／２、１／３）

カーボンニュートラル、国内資源循環に向けたリサイクルの全体最適化のための動静脈連携スキーム構築実証を行います。

民間事業者・団体、大学、研究機関等

令和５年度～令和９年度
環境省 環境再生・資源循環局 総務課 資源循環ビジネス推進室 電話：03-6205-4947

リサイクル推進室 電話：03-6205-4946

■委託先・補助対象

• 脱炭素に向けた再エネ関連製品の普及に伴い、太陽光パネルや車載用バッテリー等の再
エネ関連製品は今後大量廃棄が見込まれており、国内リサイクルの仕組みを確立してい
く必要がある。その際、廃棄リサイクルに伴うCO2排出量を抑制するための省CO2型
リサイクル体制の整備や、確実に廃棄・リサイクルされるためのシステムの構築が必要。
再エネ関連製品やベース素材の製造のために資源需要が増加しており、経済安全保障の
観点も踏まえ、循環経済工程表において、2030年度までに金属のリサイクル原料の処
理量倍増という目標が掲げられ、未利用資源の国内循環が急務である。

• 他方、再エネ関連製品やベース素材については、省CO2型のリサイクルプロセスが確
立されていない。また、リサイクル原料の活用にあたっては、製品や素材の排出時の品
質にはばらつきがあり、忌避物質の混入や品質確保の観点からバージン材からの素材代
替が十分に進んでいない。

• 本事業では、再エネ関連製品やベース素材の省CO2型のリサイクル技術向上と、デジ
タルを用いたトレーサビリティ等確保によるリサイクル原料の品質向上や確実な廃棄･
リサイクルを図り、未利用資源の活用体制構築を促進する実証をスタートアップ企業が
行うものを含め実施する。

対象物の具体例

処理フロー

少量の
レアメタル含有

製品
バッテリー等の
再エネ関連製品

素材ごとに選別

製品ごとに
回収

従来型

有価となる
資源のみ循環

実証例

アルミやガラス
等のベース素材

素材ごとに省CO2型選別

国内資源循環

素材に着目して回収

製品 製品 製品

デジタル技術により、
ＣＯ２・資源情報管理

脱炭素・再生材証明発行

① 今後大量廃棄が見込まれる再エネ関連製品の省CO2型リサイクル体制確立
② 太陽光パネルのリサイクルに係る情報及び資金を管理するためのシステム構築
③ デジタルを用いた脱炭素・再生材証明の構築による未利用資源の活用体制構築
④ 国内資源循環の最適化によるリサイクルビジネスの活性化により、太陽光パネルをはじめとした再エネ関連製品の
リサイクル体制構築及び金属資源の倍増を目指す。

回収効率向上

高効率な選別に
よる品位向上

資源価値向上
国内リサイクル
原料の活用増加



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 事業イメージ

委託事業

2050年カーボンニュートラルの実現に向け、従来の資源循環の取組から更に踏み込
んだ資源の徹底活用を図るとともに、当該活用プロセスの脱炭素化を図ることが喫
緊の課題であることから、以下の事業を実施する。
①脱炭素化・先導的廃棄物処理システム実証事業

地域のバイオマス利活用が進まない自治体が抱える課題を解決するため、省
CO2に資する施設の技術面や廃棄物処理工程の効率化・省力化に関する実証事
業や検証等を行い、地域循環共生圏のモデルとなり得るかを調査する。

②廃棄物処理システムにおける脱炭素化・省CO2対策普及促進事業
廃棄物処理システム全体の省CO2化を促進するため、地域の特性に応じた最

適な循環資源（生ごみ、家庭用廃食用油等）の活用方策について調査検討を
行い、実証等で得られた知見と共に取りまとめて、CEとCNの同時達成を実現す
る地域循環共生圏の構築に向けたガイダンスを策定する。

① 循環経済（CE）を通じたカーボンニュートラル（CN）の実現に向け、地域のバイオマス利活用による課題の解決を追求すべ
く、廃棄物処理における地域資源活用等の技術評価検証を実施し、地域循環共生圏のモデルとなり得るかを調査する。

② 地域の特性に応じた廃棄物処理システムにおける循環資源の最適な活用方策の検討を行い、脱炭素に向けたガイダンスを策定
し、CNとCEの同時達成に向けた地域循環共生圏の構築を推進していく。

地域の脱炭素と循環経済の同時達成に向け、廃棄物処理システムを軸とした地域循環共生圏構築を実現します。

民間事業者・団体等

令和５年度～令和７年度

環境省 環境再生・資源循環局 廃棄物適正処理推進課 電話：03-5521-9273

■委託先

脱炭素型循環経済システム構築促進事業のうち、
（３）廃棄物処理システムにおける地域脱炭素・資源循環モデル実証事業

エネルギー回収・
熱利用高度化実証

化学蓄熱材を用いた
熱輸送技術実証

メタン化技術実証

地域資源循環実証

熱 蓄熱
放熱

消化液利用促進

バイオガス
ハイブリッド
精製（燃料化）

エネルギー
自立型施設

家庭

農家

店舗

②廃棄物処理システムにおける脱炭素化・省CO2対策普及促進事業

実証活用検討

①
脱
炭
素
化
・
先
導
的
廃
棄
物
処
理
シ
ス
テ
ム
実
証
事
業

検討調査・地域循環共生圏構築推進ガイダンス策定等

多様な主体の
参画による資源

循環

廃棄物処理施設

メタン発酵施設
地域資源
の循環

地域循環共生圏モデル構築【地域の課題解決実証のイメージ】

熱回収、立地条件の対応
最適な電気・熱エネルギー管理

 システム構築

蒸気による産業熱需要への対応
熱輸送の効率化、熱利用の促進

施設の普及、排水
処理コスト
液肥、残渣利用

焼却施設・し尿処理施設
のエネルギー消費
省エネ化、創エネ化



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 委託事業

委託事業

（１）資源循環産業のＧＨＧ排出量・動脈側への貢献把握の促進
Scope3排出量を把握するに当たっては、資源循環産業が担う上流の「廃棄

物」や下流の「製品の廃棄」について適切な算定が必要となる。このため、
資源循環産業の事業の実態に沿って、的確にＧＨＧ排出量を把握するととも
に、動脈側への貢献度を把握するためのマニュアル・事例集を策定する。

（２）脱炭素型資源循環システムの類型化
国内外の資源循環の事例の収集・分析を行い、脱炭素型資源循環システム

の類型化や対象とする循環資源を特定するとともに、各脱炭素型資源循環シ
ステムのCO2排出削減効果を把握する。

（３）脱炭素型資源循環システムの基準の策定
脱炭素型資源循環システムの類型・循環資源ごとに、そのシステムが具備

すべき要件・基準を策定する。

令和５年４月のG7気候エネルギー環境大臣会合で合意された廃棄物分野の脱炭素化を推進するため、静脈産業のGHG
排出量の把握を促すことで、Scope3の把握に広く貢献するとともに、特に推進すべき脱炭素型資源循環システムや循
環資源を特定し、その積極的な普及を通じて、脱炭素と資源循環を両立する。

サプライチェーンでのＧＨＧ把握や集中的に推進する取組を定め、脱炭素型資源循環システムの構築につなげます。

（１）資源循環産業のＧＨＧ排出量・動脈側への貢献
把握の促進

（２）・（３）脱炭素型資源循環システムの類型化・
基準策定

民間事業者・団体等

令和６年度～令和９年度

環境省 環境再生・資源循環局 廃棄物規制課 電話：03-6206-1767

■委託先
脱炭素型資源循環システムの設定・普及へ

的確な把握
等のための
マニュアル
作成

脱炭素型循環経済システム構築促進事業のうち、
（４）脱炭素型資源循環システム促進事業



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 
① 自治体のCE診断の実施（補正）
・アンケートやヒアリングを通じて、自治体の廃棄物管理、地域資源の活用状況、推進体制、
地場産業の構造等について現状の把握を行う。

・CEに関連する取組の状況やポテンシャルについて、先進自治体と比較をしながら強みと課題
を明らかにし、地域の特性を基に資源循環の取組の可能性が高い分野や施策を特定し、地域
へのメリットも提示する。

② CEの取組を伴走支援するツールの提供（補正）
・類型毎（例：ウェルビーイング型、地域資源活用型、廃棄物削減型、事業創出型）に資源循環
による地域活性化プロセスを整理した方法論をまとめたガイダンスを作成提供する。

・地域のCE実践において重要な役割を担う、地域内の様々な主体と協力関係を築きながら循環
ビジネスを創出するプレイヤーの養成プログラムを提供する。

③ 循環型ビジネスモデルの実証事業の実施（補正・当初）
・地域の廃棄物の資源化を目的とした循環型ビジネスモデル構築実証事業を実施する。
・補正は、剪定枝を回収し薪・チップ・RPFにするなどの短期間で実施可能な実証事業、
当初は、きしめんの端材、牡蠣の貝殻など未利用資源を活用し、お皿などの新たな製品を生
み出すなど、時間を要する実証事業を実施。

④ 循環型ビジネスモデルを全国各地に普及させるフォーラムの創設（当初）
・CEの取組による最新の成果やアイディア等、地域間で情報交換・議論・相互支援が可能とな
るフォーラムを創設する。

地域の資源循環促進支援事業

事業イメージ

請負事業

地域の特性を活かした新たな資源循環による地域経済の活性化の流れを生み出すため、意欲はあるもののCEにどう取り組んだらよいかがわからない自治体に
対して、先進事例に取り組むマイスターによるCEに係る現状評価やポテンシャル等の診断を行い、当該自治体のCEビジョン・モデル作成を支援するとともに、
当該自治体で資源循環に取り組もうとする中核人材の育成、モデル実証事業を支援することで、資源循環に取り組もうとする自治体を底上げし、CEへの移行
を促進する。さらに、自治体間で情報交換・相互支援を可能とする場を創設することで、各地域で生まれた循環型のビジネスモデルを全国各地に普及させる。

地域の循環資源等を活かして地域経済を活性化させる自治体のCE取組の底上げを支援し、全国各地でCEへの移行を促進します。

【令和７年度予算（案）99百万円（10百万円）】

民間事業者・団体

補正：令和６年度、当初：令和７年度～令和9年度

■請負先

環境省 環境再生・資源循環局 総務課 循環型社会推進室 電話：03-5521-8336

    【令和６年度補正予算額             205百万円 】

自治体CE診断 / ビジョン・モデル作成

・ 現状把握
・ ポテンシャル
・ 改善提案

CE進捗度アドバイス CEビジョンの策定
・ 持続可能な地域社会
・ 安心で豊かなくらし
・ 活力ある産業と経済

資源循環自治体フォーラム（仮称）創設

・情報発信
・相互支援
・横展開

最新政策情報の発信や先進事例の共有

CEネットワークの構築
（国、47都道府県、約1,700市町村） 全国7地域

自治体

CEガイダンスの提供 CE事業の創出
支援ツールの整備 / モデル実証事業

類型別

支援企業
プレイヤー

中核人材育成

補
正

当
初

ビジョン作成・モデル実証
による育成実践

CE取組を牽引する
プレイヤーの育成

養成プログラム
・ CEの意義
・ 先進事例
・ CEの現状と課題



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

「脱炭素×復興まちづくり」推進事業

事業イメージ

（１）計画策定補助（2/3 上限1,000万円）、導入等補助（1/3～3/4 上限１億円）
（２）委託事業

（１）「脱炭素×復興まちづくり」に資する計画策定、導入等補助
福島県が策定した「再生可能エネルギー推進ビジョン」や自治体等が宣言

する「ゼロカーボンシティ」で示された方針に沿って、当該市町村が2040年
又は2050年を見据えた再生可能エネルギーの利用促進に関する目標と具体的
取組を定めた構想等の策定（又は策定予定）を要件とし、地方公共団体や民間
事業者等が行う「計画策定」または「自立・分散型エネルギーシステム導入」
に対し補助金による支援を実施する。

（２）「脱炭素×復興まちづくり」に資する調査・検討
地方公共団体や民間事業者等によるモデル性のある事業創出に向け、避難

指示解除や復興まちづくりの進捗状況に合わせて被災地の地域資源や地域特性
等を最大限活用した脱炭素化の取組に資する調査・検討を行う。

• 震災や原子力災害により大きな影響を受けた福島県内の市町村では、ゼロカーボンシティ宣言を積極的に行うなど、
環境に配慮したまちづくりへの取組が進められている。しかし、住民の帰還や産業の再建が道半ばであり、今後、脱
炭素社会を進めつつ、復興まちづくりの実現を目指すことは容易ではない。このため、2050年カーボンニュートラ
ルの実現、復興に向けて地方公共団体、民間事業者等が実施する設備導入等への支援を行う。

福島での「脱炭素社会」と「復興まちづくり」の両方の着実な実現を支援します。

【令和７年度予算（案） 500百万円（500百万円）】

令和３年度～令和７年度

環境省 環境再生・資源循環局 環境再生事業担当参事官付 福島再生・未来志向プロジェクト推進室 電話：03-3581-2788

■委託先・補助対象

「脱炭素×復興まちづくり」を支援

（１）福島県（民間事業者・団体・大学・地方公共団体への間接補助）
（２）民間事業者・団体

ゼロカーボンシティ宣言した自治体等

課題解決手法の調査・検討
※委託事業
（国⇒民間事業者・団体）

設備導入等補助
※定率補助
（国⇒県⇒民間事業者・

団体・大学・地方公共団体）

実
現
に
向
け
た
構
想

農業と創エネ（ソーラーシェアリング） エコ住宅・エコ宿舎（ZEH,CLT)

電力融通

再生可能エネルギーの導入・活用

地域資源の有効利用

H2
H2 H2H2

H2
様々な場面で利活用

福島県内の再エネ由来水素の利活用

バイオマスの利活用



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

地域共生型廃棄物発電等導入促進事業

事業イメージ

間接補助事業（１）補助率 １／３（上限1.5億円）
（２）補助率 １／３（上限100万円）、1／10

（１）地域の廃棄物を活用した地域エネルギー創出事業
廃棄物エネルギーを利活用した地域共生・地域循環、社会全体での脱炭素化につな

げるため、再生利用が困難な廃棄物からの熱回収等によりエネルギーを創出・活用し、
かつ、災害廃棄物受入等による地元自治体との協力体制の構築等を行う事業を支援す
る。これにより、 CO2排出削減に加え廃棄物処理施設を自立分散型エネルギー源と
し、創出したエネルギーの地域内での利活用を促すとともに、地域・くらしの安全・
安心、防災力の向上を目指す。本事業では地域貢献等の要件を満たす事業の、廃熱を
高効率で熱回収する設備（熱や電気等を施設外でも確実に利用すること）及び廃棄物
から燃料を製造する設備（燃料が地域内産業で確実に使用されること）の費用の一部
を補助する。

（２）PCBに汚染された変圧器等の高効率化によるCO2削減推進事業
高効率変圧器等の導入によるエネルギー起源CO2の排出削減、交換により発生する

PCB廃棄物の早期処理による災害時の環境汚染リスク低減等の政策目的の同時達成を
図るため、変圧器等のPCB含有の有無の調査及びPCBに汚染された変圧器等の高効率
製品への交換（リースによる導入も対象）に要する費用の一部を補助する。

 再生利用が困難な廃棄物について、廃棄物発電や廃棄物由来の燃料製造等によりエネルギーを創出・利
活用する事業を推進する。

 PCBに汚染された変圧器等を高効率製品に交換にすることによるCO2削減推進、脱炭素化を推進する。

地域の廃棄物を地域エネルギーとして利活用することで、地域の脱炭素化及び地域貢献を推進する。

【令和７年度予算（案） 1,696百万円 (新規)】

民間事業者・団体
（１）令和７～令和11年度、（２）令和７～令和８年度

環境省環境再生・資源循環局 廃棄物規制課（03-6205-4903）

■補助対象

地域・くらしの

再生利用が困難な廃棄物によるエネルギー創出
PCBに汚染された変圧器等を高効率製品へ交換

ＰＣＢの早期
処理と省CO2化

非化石電源等による
地域エネルギー供給

資源循環
＋

脱炭素

環境汚染
リスク低減

廃棄物受入（災害
時含む）＋地域エ
ネルギー供給

安全・安心 防災力向上

資源循環の促進



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

先進的な資源循環投資促進事業（経済産業省連携事業）

事業イメージ

間接補助事業（補助率１／３，１／２）

①CO2排出削減が困難な産業の排出削減貢献事業
・本事業では、先進的な資源循環技術・設備に対する実証・導入支援を行い、リサイクルやサー
マルリカバリーを実施することで、一足飛びに脱炭素が困難な産業（Hard-to-Abate産業）
に再生素材や燃料・エネルギーを供給し、そのGX移行やCO2排出削減に貢献する。具体的に
は、サーキュラーエコノミーに関する産官学のパートナーシップへの参画等を通じて、製造
業と資源循環産業が連携した資源循環を成立すべく、廃プラスチックや金属などの大規模で
高度な分離回収設備や再資源化設備等に対する実証・導入支援を実施する。

②革新的GX製品向け高品質再生品供給事業
・GX移行に必要な革新的な製品（蓄電池など。以下「GX製品」という。）の原材料を供給する
資源循環の取組に対して支援を行うことで、国内資源の確保による安定的な生産活動に貢献
する。また、再生材使用という付加価値をGX製品に付与することで、製造業の国際的な競争
力の確保につなげる。具体的には、サーキュラーエコノミーに関する産官学のパートナー
シップへの参画等を通じて、製造業と資源循環産業が連携した資源循環を成立すべく、廃棄
されたリチウム蓄電池（Lib）及び廃スクラップ等から非鉄金属の国内での資源確保に貢献す
るリサイクルシステムについて、必要な実証や設備導入支援を実施する。

本事業では、①CO2排出削減が困難な産業（Hard-to-Abate産業）における排出削減に大きく貢献する資源循環設備や、
②革新的GX製品の生産に不可欠な高品質再生品を供給するリサイクル設備への投資により、循環経済（サーキュラーエコノ
ミー）への移行と資源循環分野の脱炭素化の両立を推進するとともに、我が国産業のGX実現を支えることを目的とする。

先進的な資源循環技術・設備の実証・導入支援により、グローバルで通用する資源循環投資を実現します。

【令和７年度予算（案） 15,000百万円（5,000百万円）】
※３年間で総額30,000百万円の国庫債務負担

民間事業者・団体、大学、研究機関等
令和6年度～

環境省環境再生・資源循環局総務課リサイクル推進室（03-5501-3153、03-6205-4946）
廃棄物規制課 （03-6205-4903）、廃棄物適正処理推進課（03-5521-9273）

■補助対象

①CO2排出削減が困難な産業（Hard-to-Abate産業）
の排出削減に貢献する設備の例

②革新的ＧＸ製品の生産に不可欠な高品質再生品供給
設備の例

プラ選別・減容成形設備 金属高度選別設備

リチウム蓄電池回収設備・再生材精製設備



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

リサイクルシステム統合強化による循環資源利用高度化促進事業

事業イメージ

請負事業

〇各種リサイクル制度の特性を活かした取組及びリサイクルプロセスの横断
的高度化・効率化

・家電／小型家電等、自治体／小売／建設現場における回収量最大化とルー
ト開拓、違法な廃棄物回収業者対策

・建設・解体工事からの廃プラ等に係る調査・検討
・自動車リサイクルにおけるCN対応３Rの推進・質向上等に向けた調査・検討
・太陽光発電設備等の大量廃棄に備えた、制度的対応を含めた必要な調査・
検討

・紙おむつリサイクルの普及に向けた自治体への伴走支援、調査・検討
・個別製品に着目した資源循環促進に向けた調査・検討

各種リサイクル制度（家電・建設・自動車・小型家電等）の特性を活かしつつ、横断的に効率化・高付加価値化できる
部分は共通の取組を進めることにより、「都市鉱山」をはじめとする我が国の未利用資源の有効利用の最大化と施策展
開の効率化を図る。

「都市鉱山」をはじめ我が国の未利用資源の有効利用の最大化と施策展開の効率化を図ります。
【令和７年度予算（案） 280百万円（251百万円）】

民間事業者・団体

平成19年度～令和８年度（予定）

環境省 環境再生・資源循環局総務課 リサイクル推進室 電話：03-5501-3153

■請負先



お問合せ先：

1. 事業目的

2. 事業内容

３. 事業スキーム

４. 事業イメージ
支援及び普及展開

・食品ロス削減対策マニュアルの改訂等
・食品ロス削減等推進セミナーの開催
・食品ロス削減に有効な対策

食品ロス削減及び食品廃棄物等の3R推進事業費

① 現行の食品ロス削減目標（2030年までに2000年比半減）の着実な達成を目指し、自治体における対策や計

画策定等の支援等を通して、地域力を活かした対策を強化する。

② 自治体や食品関連事業者等の関係主体と連携し、mottECO 、食べ残し削減導入等の地域実装・効果検証と

横展開を通して、消費者等の行動変容を促進する。

③ 登録再生利用事業者等への指導等を通して、特に小売・外食の再生利用等実施率の向上等を図る。

食品廃棄物等の発生抑制と食品循環資源の再生利用等の地域実装を支援します。

【令和７年度予算（案） 150百万円（152百万円）】

【令和６年度補正予算額   150百万円   】

環境省 環境再生・資源循環局 総務課 リサイクル推進室 電話：03-6205-4946

１．地域力を活かした食品ロス削減等の対策強化

○自治体による食品ロス削減推進計画策定と実効性向上の支援

○自治体における食品ロス削減の取組状況の開示の充実等

○自治体向け食品ロス削減等推進セミナーの開催

○家庭系食品ロスの発生要因に応じた対策の調査・検討

２．消費者等の行動変容の促進

○食品ロス対策の地域実装の支援と効果検証のためのモデル事業実施

 （mottECO導入、食べ残し削減等）

○食品ロスポータルサイトの拡充

３．食品リサイクル法に基づく安全・安心な3Rの推進

○効率的な食品リサイクル等に関する調査・検討

○食品関連事業者、登録再生利用事業者等への指導

食品リサイクル
ループ

ごみ発電

残
渣

電力
・熱

Reduce

Reduce
Recycle

生活困窮者

Share
ﾌｰﾄﾞﾊﾞﾝｸ等

Recycle
オンサイト処理

飼料化事業者

肥料化事業者

メタン化事業者

再生利用事業者

Recycle

Recycle
前処理の効率化

Recycle
分別排出・
効率的な収集

農業者

畜産業者

生産者

家庭

食品関連事
業者 等

電力・熱

外食産業

学校(給食)

食品製造業

Share
ﾌｰﾄﾞﾄﾞﾗｲﾌﾞ等

食育・
環境教育

食品小売業

食品卸売業

mottECO導入

食品ロス半減目標の達成と再生利用等実施率の向上

・食品廃棄ゼロ
エリアの拡大

環境省 自治体

支援（モデル事業等の実施）

■事業形態 請負事業

■請負先 民間事業者・団体

■実施期間 平成19年度～

食品ロスポータルサイトの拡充



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

浄化槽の整備（循環型社会形成推進交付金等（浄化槽分））

事業イメージ

交付金（交付率1/3、1/2）

市町村が行う浄化槽事業に対して交付金により支援。
※令和７年度予算では、下線部分を追加するとともに、交付金により設置する浄化槽は、
電子化された台帳への記録と台帳情報に基づく浄化槽管理者に対する維持管理の指導監督
を行うことを交付要件に追加。
○環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業（交付率1/2）
単独処理浄化槽・くみ取り槽から合併処理浄化槽（環境配慮型浄化槽に限る）に事業計

画額の6割以上転換する事業
○汚水処理施設概成に向けた浄化槽整備加速化事業（交付率1/2）<R8までの時限措置>
○単独処理浄化槽やくみ取り槽から合併処理浄化槽への転換
特定既存単独処理浄化槽（法に基づく維持管理を実施している少人数高齢世帯に限る）

から合併処理浄化槽への転換に対する交付金基準額の増額
○浄化槽災害復旧事業
○少人数高齢世帯に対する維持管理負担軽減事業
○市町村が定める浄化槽長寿命化計画に基づく浄化槽の改築・更新事業
○浄化槽整備効率化事業
浄化槽台帳整備（浄化槽の被災状況等をオンライン等で把握・情報集約する台帳システ

ム整備含む）、計画策定・調査（特定既存単独処理浄化槽に係る調査含む）、講習会等

・現在でも全国で未だに約830万人が単独処理浄化槽やくみ取り槽を使用しており、生活排水が未処理となっている状況。
・令和８年度の汚水処理施設の概成目標の達成のため、単独処理浄化槽やくみ取り槽の合併処理浄化槽への転換を促進する必要。特に、生活環境
等に重大な支障が生じるおそれのある「特定既存単独処理浄化槽」の転換に向けた指導等を強化するとともに、対象となる高齢世帯における経
済的負担の軽減に向けた支援が必要。あわせて、適正な維持管理を徹底するため、浄化槽台帳の整備や少人数高齢世帯の維持管理費を支援。

・災害対応・強靭化のため、老朽化した合併処理浄化槽の更新とともに浄化槽の被災状況の迅速な把握と早期復旧を図る台帳システム整備を支援。

単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換や維持管理の向上等を支援します。

【令和７年度予算（案） 8,613百万円（8,613百万円）】
【令和６年度補正予算額 500百万円】

地方公共団体
平成17年度～

環境省 環境再生・資源循環局 廃棄物適正処理推進課 浄化槽推進室 電話：03-5501-3155

■請負先/交付対象

※廃棄物処理施設整備交付金を含む。

環境省 交付金 市町村
設置

助成
個人設置型

公共浄化槽
交付率

1/3又は1/2

浄化槽設置・宅内配管工事、転換時の単独処理浄化槽・
くみ取り槽撤去、単独処理浄化槽の雨水貯留槽等再利用
を助成

浄化槽

ト
イ
レ

お
風
呂

台
所

赤色部分が助成対象

○事業の流れ

○浄化槽のイメージ

浄化槽
設置者

1/3又は1/2
国

2/3又は1/2
市町村個人（6割相当）

浄化槽設置整備事業（個人設置型）

1/3又は1/2
国

2/3又は1/2
市町村

公共浄化槽等整備推進事業

個人（5割相当） 2/3又は1/2
市町村

少人数高齢世帯に対する維持管理負担軽減事業
1/3又は1/2

国

※浄化槽災害復旧事業については交付対象事業費の全額が交付対象（要協議）

※市町村は、別途、負担金（事業費の1割程度）を個人より徴収

○費用負担



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

一般廃棄物処理施設の整備

予算額の推移、補助対象の例

交付金、間接補助事業（補助率１／３（一部１／２等）、定額）

市町村等が行う一般廃棄物処理施設の整備には一時的に莫大な費用を
要するため、交付金、補助金による支援が不可欠である。また、災害廃
棄物処理の中核を担い地域のエネルギーセンターとして災害対応拠点と
なる一般廃棄物処理施設の強靱化を図る必要がある。
具体的には、以下の施設整備事業の一部を支援する。

・エネルギー回収型廃棄物処理施設（焼却施設、メタンガス化施設等）
・最終処分場
・マテリアルリサイクル推進施設
・有機性廃棄物リサイクル推進施設
・上記に係る調査・計画支援事業 等

① 市町村等が廃棄物の３R（リデュース、リユース、リサイクル）を総合的に推進するため、市町村の自主性と創意工
夫を活かした広域的かつ総合的な廃棄物処理・リサイクル施設の整備を支援する。

② 平成当初以降にダイオキシン類対策のために整備した廃棄物処理施設の老朽化による、ごみ処理能力の不足や事故
リスク増大といった事態を回避し、生活環境保全・公衆衛生向上を確保し、地域の安全・安心に寄与する。

③ 災害時のための廃棄物処理施設の強靱化及び地球温暖化対策の強化を推進する。

一般廃棄物処理施設の整備を支援します。

【令和７年度予算（案） 52,636百万円（49,518百万円）】
【令和６年度補正予算額 100,642百万円】

市町村等

平成１７年度～

環境省 環境再生・資源循環局 廃棄物適正処理推進課 電話：03-5521-8337

■交付対象

＜老朽化施設等の更新＞

＜被災時のリスク対策＞

ごみ収集

公園

災害時
送 電

ごみ処理施設
市役所

廃棄物発電電力を災害時の非常用電源として有効活用

ごみ収集

EV収集車

送 電

ごみ
処理施設

充電設備

充電済電池

平常時

例 EV収集車によ
る収集運搬低炭素化

充電済電
池

充電設備



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

浄化槽システムの脱炭素化推進事業

事業イメージ

間接補助事業（補助率：１／２）

中大型浄化槽について、最新型の高効率機器への改修、先進的省エネ型浄化槽へ
の交換、再エネ設備の導入を行うことにより大幅なCO2削減を図る事業を支援する。

①既設の中大型合併処理浄化槽に係る高効率機器への改修
・最新型の高効率機器（高効率ブロワ等）への改修とともにブロワ稼働時間を効率
的に削減可能なインバータ及びタイマー等の設置を要件とする。
・改修によって当該機器のCO2排出量を20％以上削減（③の再エネ設備導入による
CO2排出量の削減を含む）

②既設の中大型合併処理浄化槽から先進的省エネ型浄化槽への交換
・最新の省エネ技術による先進的省エネ型浄化槽への交換を要件とする。
・交換によって既設浄化槽のCO2排出量を46％以上削減（③の再エネ設備導入によ
るCO2排出量の削減を含む）
※さらに、規模見直し等により高い削減率を達成するものは優先採択

③中大型合併処理浄化槽への再エネ設備の導入
・上記①又は②と併せて行う再エネ設備（太陽光発電･蓄電池等）の導入を支援する。

浄化槽分野における脱炭素化の推進に向けて、エネルギー効率の低い既設の中大型浄化槽について、最新型の高効率機器
（高効率ブロワ等）への改修、先進的省エネ型浄化槽への交換、再生可能エネルギーを活用した浄化槽システムの導入を
推進することにより、大幅なCO2削減を図る。

浄化槽システムの脱炭素化に向けて、エネルギー効率の低い既設中大型浄化槽への先進的省エネ型浄化槽や再エネ
設備の導入を支援します。

【令和７年度予算（案） 1,800百万円（1,800百万円）】

民間事業者・団体、地方公共団体等
令和4年度～令和8年度

環境省環境再生・資源循環局廃棄物適正処理推進課浄化槽推進室 電話：03-5501-3155

■補助対象

 先進的省エネ型浄化槽 高効率ブロワ スクリーン

再生可能エネルギー設備インバータ制御

画像提供：（一社）浄化槽システム協会

画像提供：（一社）浄化槽システム協会

出典：フジクリーン工業（株）
HP
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